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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　引っ張り装置と、
　前記引っ張り装置により操作される引っ張り機構と、
　前記引っ張り機構に連結され、前記引っ張り機構よって張力がかけられる複数の引っ張
り部材であって、物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、前記物品を締める
ために前記複数の引っ張り部材に張力をかけた際に前記開口部の隙間を狭めるように構成
される複数の引っ張り部材と、を備えた紐締めシステムであって、
　前記引っ張り機構が動作することで前記複数の引っ張り部材のそれぞれに同時に張力が
かかって、前記物品を締める、紐締めシステムであって、
　前記複数の引っ張り部材の少なくとも１つの引っ張り部材の終端は、長さを調整するた
めに前記終端が調整可能なように、前記物品に連結される、
紐締めシステム。
【請求項２】
　引っ張り装置と、
　前記引っ張り装置により操作される引っ張り機構と、
　前記引っ張り機構に連結され、前記引っ張り機構よって張力がかけられる複数の引っ張
り部材であって、物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、前記物品を締める
ために前記複数の引っ張り部材に張力をかけた際に前記開口部の隙間を狭めるように構成
される複数の引っ張り部材と、を備えた紐締めシステムであって、
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　前記引っ張り機構が動作することで前記複数の引っ張り部材のそれぞれに同時に張力が
かかって、前記物品を締める、紐締めシステムであって、
　前記引っ張り機構が、第３の引っ張り部材を介して、前記引っ張り装置に連結され、
　前記引っ張り機構が、前記第３の引っ張り部材とは独立して、前記複数の引っ張り部材
における張力を平衡させる、
紐締めシステム。
【請求項３】
　前記複数の引っ張り部材のうちの前記少なくとも１つが、調整可能な終端を介して前記
物品に長さを調整可能に連結される、請求項２に記載の紐締めシステム。
【請求項４】
　前記物品が装具である、請求項１または２に記載の紐締めシステム。
【請求項５】
　前記引っ張り機構が、前記引っ張り装置が動作した際に前記物品の前記開口部に対して
縦方向に移動可能な細長部材を備え、前記複数の引っ張り部材のそれぞれが、前記細長部
材に沿って縦方向に位置する、請求項１または２に記載の紐締めシステム。
【請求項６】
　前記細長部材の基端は、前記引っ張り装置の動作によって張力がかかることで、前記物
品の前記開口部に対して縦方向に前記細長部材を移動させる紐に連結される、請求項５に
記載の紐締めシステム。
【請求項７】
　前記引っ張り機構が、前記物品の前記開口部に沿って縦方向に位置する細長部材を備え
、前記複数の引っ張り部材のそれぞれが前記細長部材に沿って縦方向に位置し、前記細長
部材は、前記複数の引っ張り部材が前記細長部材に巻きつくように、前記引っ張り装置が
動作した際に縦軸を中心に回転するように構成される、請求項１に記載の紐締めシステム
。
【請求項８】
　前記複数の引っ張り部材のうちの少なくとも１つがストラップである、請求項７に記載
の紐締めシステム。
【請求項９】
　前記引っ張り機構が各引っ張り部材の張力を平衡させるために旋回するように構成され
る、請求項２に記載の紐締めシステム。
【請求項１０】
　前記引っ張り機構が第１の張力平衡器と第２の張力平衡器とを備え、前記第１の張力平
衡器が前記複数の引っ張り部材の第１の引っ張り部材の両端部の間で張力を平衡させ、前
記第２の張力平衡器が前記複数の引っ張り部材の第２の引っ張り部材と前記第１の引っ張
り部材との間で張力を平衡させる、請求項２に記載の紐締めシステム。
【請求項１１】
　前記第１の張力平衡器が、前記第１の引っ張り部材が摺動可能にその周囲で位置する滑
車を備え、前記第２の張力平衡器が、前記第２の引っ張り部材と前記第１の引っ張り部材
との間に旋回可能な連結材を備える、請求項１０に記載の紐締めシステム。
【請求項１２】
　紐締めシステムで物品を構成する方法であって、
　　引っ張り装置と、
　　前記引っ張り装置により操作される引っ張り機構と、
　　前記引っ張り機構に連結され、前記引っ張り機構よって張力がかけられる複数の引っ
張り部材とを備える
　紐締めシステムを準備することと、
　物品に前記引っ張り装置を連結することと、
　前記複数の引っ張り部材が物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、前記物
品を締めるために前記複数の引っ張り部材に張力をかけた際に前記開口部の隙間を狭める
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ように構成されるように、前記複数の引っ張り部材のそれぞれを前記物品に連結すること
とを含み、
　前記引っ張り機構が、前記引っ張り機構が動作することで前記複数の引っ張り部材のそ
れぞれに同時に張力がかかって、前記物品を締めることができるように構成される、方法
であって、
　前記複数の引っ張り部材の少なくとも１つの引っ張り部材の終端は、長さを調整するた
めに前記終端が調整可能なように、前記物品に連結される、
方法。
【請求項１３】
　紐締めシステムで物品を構成する方法であって、
　　引っ張り装置と、
　　前記引っ張り装置により操作される引っ張り機構と、
　　前記引っ張り機構に連結され、前記引っ張り機構よって張力がかけられる複数の引っ
張り部材とを備える
　紐締めシステムを準備することと、
　物品に前記引っ張り装置を連結することと、
　前記複数の引っ張り部材が物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、前記物
品を締めるために前記複数の引っ張り部材に張力をかけた際に前記開口部の隙間を狭める
ように構成されるように、前記複数の引っ張り部材のそれぞれを前記物品に連結すること
とを含み、
　前記引っ張り機構が、前記引っ張り機構が動作することで前記複数の引っ張り部材のそ
れぞれに同時に張力がかかって、前記物品を締めることができるように構成される、方法
であって、
　前記引っ張り機構が、第３の引っ張り部材を介して、前記引っ張り装置に連結され、
　前記引っ張り機構が、前記第３の引っ張り部材とは独立して、前記複数の引っ張り部材
における張力を平衡させる、
方法。
【請求項１４】
　前記複数の引っ張り部材のうちの前記少なくとも１つが、調整可能な終端を介して前記
物品に長さを調整可能に連結される、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記物品が装具である、請求項１２または１３に記載の方法。
【請求項１６】
　前記引っ張り機構が、前記引っ張り装置が動作した際に前記物品の前記開口部に対して
縦方向に移動可能な細長部材を備え、前記複数の引っ張り部材のそれぞれを前記細長部材
に沿って縦方向に連結することをさらに含む、請求項１２または１３に記載の方法。
【請求項１７】
　前記引っ張り機構が、前記物品の前記開口部に沿って縦方向に前記物品に連結される細
長部材を備え、前記複数の引っ張り部材のそれぞれが前記細長部材に沿って縦方向に連結
され、前記細長部材は、前記複数の引っ張り部材が前記細長部材に巻きつくように、前記
引っ張り装置が動作した際に縦軸を中心に回転するように構成される、請求項１２に記載
の方法。
【請求項１８】
　前記引っ張り機構が第１の張力平衡手段と第２の張力平衡手段とを備え、前記第１の張
力平衡手段が前記複数の引っ張り部材の第１の引っ張り部材の両端部の間で張力を平衡さ
せ、前記第２の張力平衡手段が前記複数の引っ張り部材の前記第２の引っ張り部材と前記
第１の引っ張り部材との間で張力を平衡させる、請求項１３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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関連出願の相互参照
　[0001]本出願は、２０１３年１１月１８日に出願され、発明の名称を「Ｍｅｔｈｏｄｓ
　ａｎｄ　Ｄｅｖｉｃｅｓ　ｆｏｒ　Ｐｒｏｖｉｄｉｎｇ　Ａｕｔｏｍａｔｉｃ　Ｃｌｏ
ｓｕｒｅ　ｏｆ　Ｐｒｏｓｔｈｅｔｉｃｓ　ａｎｄ　Ｏｒｔｈｏｔｉｃｓ」とする米国特
許仮出願第６１／９０５，７５３号に基づく優先権を主張するものであり、その全ての開
示をあらゆる目的について参照により本明細書に援用する。
【０００２】
　[0002]本実施形態は一般に、引っ張りシステムを備える医療用装具および装置等の物品
に関する。
【背景技術】
【０００３】
　[0003]医療用装具は典型的に、四肢の周囲に合わせて締めることで装具を四肢の周囲に
固定する。従来の装具の締め付け方法では、ユーザが装具を四肢の周囲に固定するのに両
手を使う必要があることが多い。例えば、マジックテープ（登録商標）ストラップおよび
バックルは、ユーザが装具のストラップまたは本体を掴んで、装具またはストラップを適
切な位置に保ちながら、ストラップを装具に固定する必要があることが多い。かかる装具
を適切に合わせるのは、患者にとって、特に患者が器用さの面でハンディがある場合、ま
たは装具を腕もしくは手に合わせる場合、面倒および／または困難なこととなり得る。
【発明の概要】
【０００４】
　[0004]本発明は一般に、ユーザの四肢の周囲で装具等の物品を閉じて締める、改善され
たシステムを提供する。一実施態様によれば、四肢の周囲で装具を自動的に開閉する方法
が提供される。方法は、第１の動作モードおよび第２の動作モードを有する引っ張り装置
と、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられて四肢周囲で装具を
締める第１の引っ張り部材とを備える装具に関係する。方法は、第１の動作モードで引っ
張り装置を動作させることと、第２の動作モードで引っ張り装置を動作させることとを含
む。第１の動作モードで引っ張り装置を動作させることで、第１の引っ張り部材に張力を
かけて四肢周囲で装具を閉じて締め、第２の動作モードで引っ張り装置を動作させること
で、第１の引っ張り部材を緩めて四肢周囲の装具を開く。いくつかの実施形態において、
装具はさらに、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられて四肢周
囲の装具を開く第２の引っ張り部材を備える。かかる実施形態において、第２の動作モー
ドで引っ張り装置が動作することで、第２の引っ張り部材に張力をかけると同時に第１の
引っ張り部材を緩める。第２の引っ張り部材は、第２の引っ張り部材に張力をかけること
で四肢周囲の装具を緩めて開くよう装具に連結されてもよい。
【０００５】
　[0005]第１の引っ張り部材は、第１の引っ張り部材に張力をかけた際に装具を閉じて締
めるように構成された、装具の周囲の第１の経路に沿って経路が定められてもよく、第２
の引っ張り部材は、第２の引っ張り部材に張力をかけた際に装具を開いて緩めるように構
成された、装具の周囲の第２の経路に沿って経路が定められてもよい。第１の経路および
第２の経路は、第２の経路の周囲での第２の引っ張り部材変位量が第１の経路の周囲での
第１の引っ張り部材の変位量に比例するか、または同等であるように構成されてもよい。
【０００６】
　[0006]いくつかの実施形態において、引っ張り装置は、第１の方向および第２の方向に
回転可能なノブを有するリール型閉塞システムであってもよい。かかる実施形態において
、ノブの第１の方向への回転が引っ張り装置の第１の動作モードに対応し、ノブの第２の
方向への回転が引っ張り装置の第２の動作モードに対応する。別の実施形態において、引
っ張り装置は、第１の動作モードにおいては第１の引っ張り部材に張力をかけると同時に
第２の引っ張り部材を緩め、第２の動作モードにおいては第２の引っ張り部材に張力をか
けると同時に第１の引っ張り部材を緩める内部機構を有する電動装置であってよい。かか
る実施形態において、装具はさらに、電動引っ張り装置に通信可能に連結された制御部を
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備えてもよく、方法はさらに、制御部で第１の入力を受信することと、制御部から電動引
っ張り装置に第１の命令を伝えることと、第１の命令に応えて、電動引っ張り装置を第１
の動作モードで動作させることで第１の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲で装具を閉
じて締めることと、制御部を介して第２の入力を受信することと、制御部から電動引っ張
り装置に第２の命令を伝えることと、第２の命令に応えて、電動引っ張り装置を第２の動
作モードで動作させることで第２の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲の装具を開いて
緩めることとを含む。
【０００７】
　[0007]別の実施態様によれば、装具が提供される。装具は、第１の動作モードおよび第
２の動作モードを有する引っ張り装置と、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によっ
て張力がかけられて四肢周囲で装具を締める第１の引っ張り部材と、引っ張り装置に連結
され、引っ張り装置によって張力がかけられて四肢周囲の装具を開く第２の引っ張り部材
とを備える。引っ張り装置は、第１の動作モードで引っ張り装置が動作することで、第１
の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲で装具を閉じて締めるとともに、第２の動作モー
ドで引っ張り装置が動作することで、第２の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲の装具
を緩めて開くように構成される。
【０００８】
　[0008]いくつかの実施形態において、引っ張り装置は、第１の動作モードで引っ張り装
置が動作することで、第２の引っ張り部材を緩めると同時に第１の引っ張り部材に張力を
かけるとともに、第２の動作モードで引っ張り装置が動作することで、第１の引っ張り部
材を緩めると同時に第２の引っ張り部材に張力をかけるように構成されてもよい。第１の
引っ張り部材は、第１の引っ張り部材に張力をかけた際に装具を閉じて締めるように構成
された第１の経路に沿って装具の周囲に経路が定められてもよく、第２の引っ張り部材は
、第２の引っ張り部材に張力をかけた際に装具を開いて緩めるように構成された第２の経
路に沿って装具の周囲に経路が定められてもよい。かかる実施形態において、第１の経路
および第２の経路は、第２の経路の周囲での第２の引っ張り部材の変位量が第１の経路の
周囲での第１の引っ張り部材の変位量に比例するか、または同等であるように構成されて
もよい。
【０００９】
　[0009]いくつかの実施形態において、引っ張り装置は、第１の方向および第２の方向に
回転可能なノブを有するリール型閉塞システムである。かかる実施形態において、ノブの
第１の方向への回転が第１の動作モードに対応し、ノブの第２の方向への回転が第２の動
作モードに対応する。別の実施形態において、引っ張り装置は、第１の動作モードにおい
ては第１の引っ張り部材に張力をかけると同時に第２の引っ張り部材を緩め、第２の動作
モードにおいては第２の引っ張り部材に張力をかけると同時に第１の引っ張り部材を緩め
る内部機構を有する電動装置である。かかる実施形態において、装具はさらに、電動引っ
張り装置に通信可能に連結された制御部を備えてもよい。制御部は、第１の入力を受信し
、電動引っ張り装置に第１の命令を伝えて、電動引っ張り装置を第１の動作モードで動作
させ、第２の入力を受信し、電動引っ張り装置に第２の命令を伝えて、電動引っ張り装置
を第２の動作モードで動作させるように構成されてもよい。
【００１０】
　[0010]別の実施態様によれば、物品を開閉する紐締めシステムが提供される。紐締めシ
ステムは、第１の動作モードおよび第２の動作モードを有する引っ張り装置と、引っ張り
装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられる第１の引っ張り部材と、引っ張
り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられる第２の引っ張り部材とを備え
る。引っ張り装置は、第１の動作モードで引っ張り装置が動作した際に、第１の引っ張り
部材に張力をかけて物品を閉じて締めるとともに、第２の動作モードで引っ張り装置が動
作した際に、第２の引っ張り部材に張力をかけて物品を緩めて開くように構成される。
【００１１】
　[0011]第１の引っ張り部材は、第１の引っ張り部材に張力をかけた際に物品を閉じて締
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めるように構成された第１の経路に沿って物品の周囲に経路が定められてもよく、第２の
引っ張り部材は、第２の引っ張り部材に張力をかけた際に物品を開いて緩めるように構成
された第２の経路に沿って物品の周囲に経路が定められてもよい。かかる実施形態におい
て、第１の経路および第２の経路は、第２の経路の周囲での第２の引っ張り部材の変位量
が第１の経路の周囲での第１の引っ張り部材の変位量に比例するか、または同等であるよ
うに構成される。
【００１２】
　[0012]いくつかの実施形態において、引っ張り装置は、第１の方向および第２の方向に
回転可能なノブを有するリール型閉塞システムである。かかる実施形態において、ノブの
第１の方向への回転が第１の動作モードに対応し、ノブの第２の方向への回転が第２の動
作モードに対応する。別の実施形態において、引っ張り装置は、第１の動作モードにおい
ては第１の引っ張り部材に張力をかけると同時に第２の引っ張り部材を緩め、第２の動作
モードにおいては第２の引っ張り部材に張力をかけると同時に第１の引っ張り部材を緩め
る内部機構を有する電動装置である。かかる実施形態において、紐締めシステムはさらに
、電動引っ張り装置に通信可能に連結された制御部を備える。制御部は、第１の入力を受
信し、電動引っ張り装置に第１の命令を伝えて、電動引っ張り装置を第１の動作モードで
動作させ、第２の入力を受信し、電動引っ張り装置に第２の命令を伝えて、電動引っ張り
装置を第２の動作モードで動作させるように構成されてもよい。
【００１３】
　[0013]別の実施態様によれば、紐締めシステムが提供される。紐締めシステムは、引っ
張り装置と、引っ張り装置を介して操作される引っ張り機構と、引っ張り機構に連結され
、引っ張り機構よって張力がかけられる複数の引っ張り部材とを備える。複数の引っ張り
部材は、物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、物品を締めるために複数の
引っ張り部材に張力をかけた際に開口部の隙間を狭めるように構成される。引っ張り機構
が動作することで複数の引っ張り部材のそれぞれに同時に繰り返し張力がかかって、物品
を比較的均一に締める。
【００１４】
　[0014]いくつかの実施形態において、複数の引っ張り部材のうちの少なくとも１つは、
引っ張り部材を調整することで、引っ張り機構が動作した際に各引っ張り部材に張力がか
かるように、調整可能に物品に連結される。複数の引っ張り部材のうちの少なくとも１つ
は、調整可能な終端、相互変動機構、ロック機構、またはバックルを介して物品に調整可
能に連結されてもよい。いくつかの実施形態において、物品は装具である。
【００１５】
　[0015]いくつかの実施形態において、引っ張り機構は、引っ張り装置が動作した際に物
品の開口部に対して縦方向に移動可能な細長部材を備える。かかる実施形態において、各
引っ張り部材は、細長部材に沿って縦方向に位置してもよい。細長部材の基端は、引っ張
り装置の動作によって張力がかかることで、物品の開口部に対して縦方向に細長部材を移
動させる紐に連結されてもよい。
【００１６】
　[0016]別の実施形態において、引っ張り機構は、物品の開口部に沿って縦方向に位置す
る細長部材を備える。かかる実施形態において、各引っ張り部材は、細長部材に沿って縦
方向に位置し、細長部材は、複数の引っ張り部材が細長部材に巻きつくように、引っ張り
装置が動作した際に縦軸を中心に回転するように構成される。複数の引っ張り部材のうち
の少なくとも１つはストラップであってもよい。
【００１７】
　[0017]別の実施形態において、引っ張り機構はさらに、複数の引っ張り部材に張力をか
けている間、複数の引っ張り部材のそれぞれの張力を平衡させるように構成されてもよい
。また、引っ張り機構は、複数の引っ張り部材に張力をかけた後に、複数の引っ張り部材
のそれぞれの張力を平衡させるように構成されてもよい。かかる実施形態において、紐は
、引っ張り機構および引っ張り装置に連結されてもよい。紐は、引っ張り装置の動作によ
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って張力がかかることで、引っ張り機構を移動させて物品を締めるようにしてもよい。引
っ張り機構は、各引っ張り部材の張力を平衡させるために旋回するように構成されてもよ
い。引っ張り機構は、第１の張力平衡器と第２の張力平衡器とを備えてもよい。第１の張
力平衡器は、第１および第２の引っ張り部材の間で張力を平衡させてもよく、第２の張力
平衡器は、第３の引っ張り部材と第１および第２の引っ張り部材との間で張力を平衡させ
てもよい。かかる実施形態において、第１の張力平衡器は、第１および第２の引っ張り部
材が摺動可能にその周囲で位置する滑車であってよく、第２の張力平衡器は、第３の引っ
張り部材と第１および第２の引っ張り部材との間に旋回可能な連結材であってよい。
【００１８】
　[0018]別の実施態様によれば、紐締めシステムで物品を構成する方法が提供される。方
法は、引っ張り装置と、引っ張り装置を介して操作される引っ張り機構と、引っ張り機構
に連結され、引っ張り機構によって張力がかけられる複数の引っ張り部材とを備える紐締
めシステムを準備することを含む。方法はさらに、物品に引っ張り装置を連結することと
、複数の引っ張り部材が物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、物品を締め
るために複数の引っ張り部材に張力をかけた際に開口部の隙間を狭めるように構成される
ように、複数の引っ張り部材のそれぞれを物品に連結することとを含む。引っ張り機構は
、引っ張り機構が動作することで複数の引っ張り部材のそれぞれに同時に繰り返し張力が
かかって、物品を比較的均一に締めることができるように構成される。
【００１９】
　[0019]いくつかの実施形態において、少なくとも１つの引っ張り部材は、引っ張り部材
を調整することで、引っ張り機構が動作した際に各引っ張り部材に張力がかかるように、
調整可能に物品に連結される。少なくとも１つの引っ張り部材は、調整可能な終端、相互
変動機構、ロック機構、またはバックルを介して物品に調整可能に連結されてもよい。い
くつかの実施形態において、物品は装具である。
【００２０】
　[0020]一実施形態において、引っ張り機構は、引っ張り装置が動作した際に物品の開口
部に対して縦方向に移動可能な細長部材である。この実施形態において、方法はさらに、
各引っ張り部材を細長部材に沿って縦方向に連結することを含む。別の実施形態において
、引っ張り機構は、物品の開口部に沿って縦方向に物品に連結される細長部材である。こ
の実施形態において、各引っ張り部材は、細長部材に沿って縦方向に連結され、細長部材
は、複数の引っ張り部材が細長部材に巻きつくように、引っ張り装置が動作した際に縦軸
を中心に回転するように構成される。別の実施形態において、引っ張り機構はさらに、複
数の引っ張り部材に張力をかけている間、複数の引っ張り部材のそれぞれの張力を平衡さ
せるように構成される。この実施形態において、引っ張り機構はさらに、複数の引っ張り
部材に張力をかけた後に、複数の引っ張り部材のそれぞれの張力を平衡させるように構成
されてもよい。この実施形態において、引っ張り機構は、第１の張力平衡手段と第２の張
力平衡手段とを備えてもよい。第１の張力平衡手段は、第１および第２の引っ張り部材の
間で張力を平衡させてもよく、第２の張力平衡手段は、第３の引っ張り部材と第１および
第２の引っ張り部材との間で張力を平衡させてもよい。
【００２１】
　[0021]別の実施態様によれば、四肢周囲で物品を締める紐締めシステムが提供される。
紐締めシステムは、物品に連結可能な引っ張り装置と、引っ張り装置に連結され、引っ張
り装置によって張力がかけられる引っ張り部材と、物品に連結可能であるとともに、引っ
張り部材に張力をかけた際に物品に対して第１の位置と第２の位置との間で移動可能なよ
うに引っ張り部材で操作される圧力部材とを備える。圧力部材が第１の位置にある場合、
物品の開口部はある表面積を有する。圧力部材が第２の位置にある場合、圧力部材は物品
の開口部内に変位してその表面積を減らし、よって四肢に内向きの圧力をかける。
【００２２】
　[0022]一実施形態において、圧力部材は、物品に連結される対向する両端と、物品に連
結されない中央部分とを備える。この実施形態において、引っ張り部材に張力をかけるこ
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とで、圧力部材の中央部分が物品の開口部内で内側に撓む。この実施形態において、圧力
部材は、圧力部材の中央部分の撓み量が引っ張り部材で引き起こされる張力の量に対応す
るように構成されてもよい。この構成により、極めて小さい量の圧力が四肢にかかり得る
。いくつかの例において、圧力部材の対向する両端の一方は物品に摺動可能に連結され、
対向する両端の一方は物品に固定可能に連結されることで、引っ張り部材に張力をかけた
際に摺動可能な対向する端は固定された対向する端に向かって摺動するようにしてもよい
。
【００２３】
　[0023]別の実施形態において、圧力部材は、第１の部材と、第１の部材に移動可能に連
結される第２の部材とを備えてもよい。引っ張り部材に張力をかけることで、第２の部材
が第１の部材に対して内側に物品の開口部へ移動するようにしてもよい。圧力部材は、第
２の部材が第１の部材に対して物品の開口部内へ移動する量が、引っ張り部材で引き起こ
される張力の量に対応するように構成されてもよい。この構成により、極めて小さい量の
圧力が四肢にかかり得る。この実施形態において、圧力部材はさらに、第２の部材を第１
の部材に連結し、引っ張り部材に張力かけた際に第２の部材を物品の開口部へ内側に移動
させる第３の部材を備えてもよい。第３の部材は従属機構であるか、または、例えばヒン
ジ部品を介して、第２の部材を第１の部材に旋回可能に連結してもよい。
【００２４】
　[0024]別の実施形態において、圧力部材は、第１の部材と第２の部材とを備え、第２の
部材は、第１の部材の基端と先端との間で摺動できるように第１の部材に摺動可能に連結
される。第２の部材が第１の部材の基端から先端へ摺動することで、第１の部材が物品の
開口部へ内側に変位するようにしてもよい。第１の部材は、基端と先端との間に先細構成
を有することにより、第２の部材が第１の部材の先細構成に沿って摺動することで、第１
の部材が物品の開口部へ内側に変位する量が増加するようにしてもよい。この構成により
、極めて小さい量の圧力が四肢にかかり得る。
【００２５】
　[0025]別の実施態様によれば、四肢周囲で物品を締める紐締めシステムが提供される。
紐締めシステムは、物品に連結可能な引っ張り装置と、引っ張り装置に連結され、引っ張
り装置によって張力がかけられる引っ張り部材と、物品に連結可能な圧力部材であって、
圧力部材の内面が物品の開口部に対して径方向内側を向くように位置を取ることができる
圧力部材とを備える。圧力部材は、引っ張り部材で操作されて、引っ張り部材に張力をか
けた際に径方向に物品の開口部内へ変位することで物品の開口部が小さくなり、よって四
肢に圧力をかける。
【００２６】
　[0026]別の実施態様によれば、紐締めシステムで物品を構成する方法が提供される。方
法は、引っ張り装置と、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられ
る引っ張り部材と、圧力部材とを備える紐締めシステムを準備することを含む。方法はさ
らに、物品に引っ張り装置を連結することと、圧力部材の内面が物品の開口部に対して径
方向内側を向くように圧力部材を物品に連結することとを含む。圧力部材は、引っ張り部
材で操作されて引っ張り部材に張力をかけた際に物品の開口部内に径方向に変位すること
で、物品の開口部が小さくなり、よって四肢に圧力をかける。
【００２７】
　[0027]一実施形態において、圧力部材を物品に連結することは、圧力部材の対向する両
端を物品に連結しながら、圧力部材の中央部分は物品と連結しないでおくことで、引っ張
り部材に張力をかけることで圧力部材の中央部分が物品の開口部内で径方向内側に撓むこ
とを含む。この実施形態において、方法はさらに、圧力部材の対向する両端の一方は物品
に摺動可能に連結され、他方は物品に固定可能に連結されることで、引っ張り部材に張力
をかけた際に摺動可能な対向する端は固定された対向する端に向かって摺動することを含
んでもよい。
【００２８】
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　[0028]別の実施形態において、圧力部材は、第１の部材と、第１の部材に移動可能に連
結される第２の部材とを備えてもよい。この実施形態において、引っ張り部材に張力をか
けることで、第２の部材が第１の部材に対して径方向に物品の開口部へ移動するようにし
てもよい。この実施形態において、圧力部材はさらに、第２の部材を第１の部材に連結し
、引っ張り部材に張力かけた際に第２の部材を径方向に物品の開口部内へ移動させる第３
の部材を備えてもよい。
【００２９】
　[0029]別の実施形態において、圧力部材を物品に連結することは、第２の部材が第１の
部材の基端と先端との間で摺動できるように第２の部材を第１の部材に摺動可能に連結す
ることを含んでもよい。この実施形態において、第２の部材が第１の部材の基端から先端
へ摺動することで、第１の部材が物品の開口部内へ径方向に変位するようにしてもよい。
この実施形態において、第１の部材は基端と先端との間に先細構成を備えることにより、
第２の部材が第１の部材の先細構成に沿って摺動することで、第１の部材が物品の開口部
へ径方向に変位する量が増加するようにしてもよい。
【００３０】
　[0030]本発明を添付の図面と関連づけて説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】リール型引っ張りシステムおよびその構成要素を利用した締め付けシステムの一
般的な実施形態を示す。
【図２】リール型引っ張りシステムおよびその構成要素を利用した締め付けシステムの一
般的な実施形態を示す。
【図３】リール型引っ張りシステムおよびその構成要素を利用した締め付けシステムの一
般的な実施形態を示す。
【図４Ａ】本明細書で説明する、円錐形物体に合うよう調整する締め付けシステムを使用
した装具を示す。
【図４Ｂ】本明細書で説明する、円錐形物体に合うよう調整する締め付けシステムを使用
した装具を示す。
【図４Ｃ】本明細書で説明する、円錐形物体に合うよう調整する締め付けシステムを使用
した装具を示す。
【図４Ｄ】本明細書で説明する、円錐形物体に合うよう調整する締め付けシステムを使用
した装具を示す。
【図５Ａ】様々な形状の補装シェルと連結された締め付けシステムを示す。
【図５Ｂ】様々な形状の補装シェルと連結された締め付けシステムを示す。
【図５Ｃ】様々な形状の補装シェルと連結された締め付けシステムを示す。
【図５Ｄ】様々な形状の補装シェルと連結された締め付けシステムを示す。
【図６】装具、および単一のリールアセンブリで複数の紐にそれぞれ異なる張力をかける
のに使用され得る複数段スプールの紐構成を示す。
【図７Ａ】紐または引っ張り部材を使用して装具を閉じて締める方法の様々な実施形態を
示す。
【図７Ｂ】紐または引っ張り部材を使用して装具を閉じて締める方法の様々な実施形態を
示す。
【図７Ｃ】紐または引っ張り部材を使用して装具を閉じて締める方法の様々な実施形態を
示す。
【図７Ｄ】紐または引っ張り部材を使用して装具を閉じて締める方法の様々な実施形態を
示す。
【図８】リール型引っ張りシステムに１つまたは複数の圧力ゾーンを作るために使用可能
なパッド部材を示す。
【図９】四肢周囲のシェルのフィット性をカスタマイズするため、補装シェルの周囲にカ
スタマイズされた紐経路を作るのに使用され得る補装シェルを示す。
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【図１０】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材の
実施形態を示す。
【図１３Ａ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１３Ｂ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１３Ｃ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１４Ａ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１４Ｂ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１４Ｃ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１４Ｄ】補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を加圧するよう機能する圧力部材
の実施形態を示す。
【図１１Ａ】補装シェルに組み込んで、または連結して、補装シェルの各領域またはゾー
ンにそれぞれ異なる張力または締め付け力をかけ得る相互変動機構を示す。
【図１１Ｂ】補装シェルに組み込んで、または連結して、補装シェルの各領域またはゾー
ンにそれぞれ異なる張力または締め付け力をかけ得る相互変動機構を示す。
【図１２Ａ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１２Ｂ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１２Ｃ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１６Ａ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１６Ｂ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１７Ａ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１７Ｂ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１７Ｃ】複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかけるのに使用され得る紐締め
システムの実施形態を示す。
【図１５】例えばユーザが容易に手が届くように、および／または望ましい外観になるよ
うに、補装シェルから離れ得る、および／または補装シェルに対して位置を変え得るリー
ルアセンブリまたは締め付け機構の実施形態を示す。
【図１８Ａ】補装装置等の物品を開閉するのに使用され得る引っ張りシステムを示す。
【図１８Ｂ】補装装置等の物品を開閉するのに使用され得る引っ張りシステムを示す。
【図１８Ｃ】補装装置等の物品を開閉するのに使用され得る引っ張りシステムを示す。
【図１８Ｄ】紐経路の構成に起因して各紐の短縮および伸長分に出た違いを補う構成要素
を備える引っ張りシステムを示す。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　[0044]添付図面において、類似の構成要素および／または特徴には同じ参照符号を付す
ることがある。さらに、同じタイプの複数の構成要素は、参照符号の後に類似の構成要素
および／または特徴間で識別する文字を続けることにより識別されることがある。本明細
書中で先頭の参照符号しか使用していない場合、その説明は、後ろに付けた文字に関係な



(11) JP 6526691 B2 2019.6.5

10

20

30

40

50

く、同じ先頭の参照符号が付された類似の構成要素および／または特徴のいずれか１つに
適用する。
【００３３】
　[0045]本明細書で説明する実施形態は、装具、履物、帽子、手袋、補装具、整形用支持
具、または他の衣類もしくは装置を含む様々な物品に使用して、ユーザが物品を着用およ
び取り外しできるように物品を開閉する様々な締め付けシステムおよび／または閉塞装置
を提供する。特定の実施形態において、物品は、支持用および／または四肢への望ましい
治療用にユーザが身に付ける補装装置または整形用支持装置であってよい。本明細書中の
実施形態説明の便宜上、締め付けシステムおよび／または閉塞装置は、補装装置として主
に説明するが、実施形態は整形用支持装置および／または他の物品に等しく適用可能であ
ることを理解されたい。
【００３４】
　[0046]本明細書中で説明するように、締め付けシステムとは、個人の四肢の周囲に補装
装置を締めるよう設計されたあらゆるシステム、機構、またはその構成要素のことである
。閉塞装置は、四肢の周囲に補装装置を締めるのに使用される、締め付けシステムのあら
ゆる構成要素であってよい。従来の締め付けシステムは、様々なストラップ（例えば、マ
ジックテープ（登録商標）ストラップ）、真空または吸引システム、紐、および四肢用靴
下またはライナ等を含むものが多い。本明細書中の実施形態の説明を容易にするため、締
め付けシステム／閉塞装置は、概して「締め付けシステム」、または、紐もしくは引っ張
り部材、紐もしくは引っ張り部材用ガイド、およびリール型閉塞装置もしくはアセンブリ
等、当該システムの様々な構成要素として示される。
【００３５】
　[0047]いくつかの実施形態において、従来の締め付けシステムには、個人に固有の特徴
（例えば、四肢のサイズおよび四肢の構成等）に関係なく、比較的圧力分布が標準的な所
定の構成要素の位置（例えば、紐またはストラップの位置）があることが多い。本明細書
で説明する実施形態は、多種多様なユーザのニーズに応じるために補装具の閉塞性および
／またはフィット性を高める、調整可能および／またはカスタマイズ可能な締め付けシス
テムの構成を提供する。いくつかの実施形態において、取り外し可能なガイドをガイド受
け部品の列に一体化することで、補装具の閉塞性のカスタマイズが可能であり、これによ
り、ユーザがガイドの挿入および取り外しをすることで、支持をカスタマイズするととも
に、ユーザ固有の四肢の特徴および／またはその他のニーズに合う、独特な補装具の締め
付け構成とすることができる。例えば、本明細書で説明する実施形態では、補装具のフィ
ット性をカスタマイズするように、および／または圧力に敏感であり得る体の特定領域に
おいて張力もしくは圧力をかけるのを避けるように、ユーザおよび／または医師が締め付
けシステムの構成を変えることができる。別の実施形態において、例えば、糖尿病患者用
歩行器等における圧力を減らす等、特定領域にかかる圧力の「負担軽減」または減少のた
めに空隙領域を作るためにフィット性のカスタマイズを使用してもよい。
【００３６】
　[0048]別の実施形態において、ユーザの四肢から補装具を取り外すことなく、補装具の
容易な調整が可能であってよい。いくつかの実施形態において、本明細書で説明する締め
付けシステムは、既製の補装具に組み込んで追加の調整要素とすること、および／または
特注の補装装置に実装することができる。
【００３７】
　[0049]本明細書で説明する締め付けシステムまたはその構成要素は、従来の補装具用締
め付けシステムにまつわる問題点の多くを解決する。本明細書で説明する実施形態の多く
において、締め付けシステムは、カスタムの圧力ゾーンを作るための調整が容易であり、
よって快適性および／または治療目的でのフィット性のカスタマイズを可能にする。さら
に、本明細書で説明する締め付けシステムは、適切にフィットさせるために補装装置を調
整することをより容易かつ効率的にする。
【００３８】
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　[0050]以下に詳細に説明するように、いくつかの実施形態において、締め付けシステム
はリール型閉塞装置またはシステムを備えてもよい。この装置またはシステムは、リール
アセンブリ、紐、および１つまたは複数の紐ガイドを備えてもよく、リールアセンブリを
介して紐に張力をかけることで補装装置を締める。リール型引っ張りシステムの使用は、
補装具を患者に対してよりテイラーメードなものに、または補装具の患者に対するフィッ
ト性をよりカスタマイズすることにより、補装装置のカスタマイズ性が大きく向上し得る
。例えば、医療用装具周囲の紐経路をカスタマイズするおよび／または独特なものとする
ために、システムの紐は、補装装置に連結され、設置／位置、カスタム設計、および／ま
たはフィット性がカスタマイズされた紐ガイドに容易に巻きつけられ得る。紐経路は、患
者に合わせるまたは患者用にカスタマイズすることで、患者の四肢周囲のゾーン別張力お
よび／または圧力を増加および／または減少して、フィット性を最適にし、潜在的な圧力
の問題を最小限にする。本明細書で使用するゾーン別張力とは、締め付けシステムで補装
装置の１つまたは複数の特定領域または「ゾーン」をそれぞれ異なるように締めることで
ある。１つもしくは複数の領域／ゾーンで圧力を強めたい場合、および／または、１つも
しくは複数のゾーンで圧力を弱めたい場合には、ゾーン別張力が好ましい。本明細書で説
明する締め付けシステムにより、ユーザが補装装置にかかるゾーン別張力を望み通りに調
整することができる。
【００３９】
　[0051]紐締めシステムのリールアセンブリを操作して素早く便利に、紐へ張力をかける
ことで、患者の四肢に望ましいゾーン別圧力がかかるよう独特なまたはカスタマイズされ
た紐経路の周辺で補装装置を締めることができる。いくつかの実施形態において、スナッ
プ式または連結が容易な紐ガイドを利用して、補装装置周囲に独特なまたはカスタマイズ
された紐経路を形成または作成し得る。したがって、既製の補装具／構成要素もしくは特
別設計の補装具／構成要素であり得る補装装置のカスタマイズは比較的複雑でなく容易で
あり、かつ／または、かかる補装具／構成要素の開発および製造は比較的複雑でなく容易
である。このような利点は、従来の補装具締め付けシステムでは得られない。
【００４０】
　[0052]実施形態の説明の便宜上、本開示では一般に、リール型閉塞装置または引っ張り
システムを使った締め付けシステムについて説明する。しかし、補装装置を締めるのにあ
らゆる締め付けシステムまたは機構が使用され得ること、および、本開示が本明細書で開
示する締め付けシステムの実施形態だけに限定されないことを理解されたい。例えば、締
め付けシステムは、補装装置を締めるのに様々な引き紐、引き型ストラップ、ストラップ
部材、紐かけ、もしくは締め具等、またはこれらを組み合わせたものを備えるか、または
利用してもよい。
【００４１】
　[0053]図１～３は、リール型引っ張りシステムおよびその構成要素を利用した締め付け
システムを一般的に描写している。図１～３は、一般的なリール型システムの全体図であ
る。しかし、図１～３に示すリール型システムは一般的な全体図にすぎないこと、および
、本明細書で説明する様々な実施形態におけるリール型システムおよびその構成要素の変
形例が示され得ることを理解されたい。
【００４２】
　[0054]図１に整形外科用装具２０の一実施形態を示す。整形外科用装具２０は一般的に
、実質的に着用者の膝を取り囲み、保護するように着用者の脚の周囲に締められる膝装具
を備える。装具２０は、２つのリール型引っ張りシステム２２ａ、２２ｂを備える紐締め
構成を使用して締められ得る。ここに示す実施形態の整形外科用装具は、特に膝関節の痛
みの緩和および／または支持に関係する。ここに示す実施形態は膝装具に適用したリール
型引っ張りシステムを示すが、本明細書で言及する原理は、足首装具、手首装具、足装具
、肘装具、およびその他の当業者に周知の整形外科用装具の他の多くの型を含む多種多様
な整形外科用装具のいずれにも容易に適用可能であることを理解されたい。
【００４３】
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　[0055]いくつかの実施形態において、締め付けシステムの構成は２つの互いに異なるリ
ール型引っ張りシステム２２ａ、２２ｂ（以下、リール型システムと呼ぶ）を含む。いく
つかの実施形態において、各リール型システム２２は、整形外科用装具の各部分に通され
、対向する両端において締め付け機構２５またはリールアセンブリ（以下、リールアセン
ブリ２５と呼ぶ）に取り付けられた紐またはケーブル２３を備え、リールアセンブリは、
紐２３を引き戻すのに操作されるレバー、クランク、またはノブ等の調整器を備える。リ
ールアセンブリ２５は、紐２３が自由に引き出せるように、リールアセンブリ２５を解除
するための、ボタンまたはレバー等の解除機構を備え得る。別の実施形態において、リー
ルアセンブリ２５を上方に引くことで、内部スプールを回転させるとともに、紐を自由に
引けるようにしてもよい。さらに別の実施形態において、リールアセンブリ２５を逆方向
に（例えば、反時計回りに）回すことで、スプールを解放して紐を引けるように、または
紐がほどけるようにしてもよい。図１に示すように、紐２３は、装具２０の一般に前を向
く部分に沿って、一般に平行な２列の側面保持部材またはストラップ４０間で交差パター
ンになるように通してもよい。別の実施形態において、紐２３は、装具２０を横切るよう
に通すか、または渡してもよい。ストラップ４０は、ガイド５０を配置する空間を定める
よう装具２０に取り付けられる細長い部材から成り得る。紐２３は、紐２３を締める際、
および緩める際、ガイド５０を通して摺動する。装具２０およびリール型システム２２ａ
、２２ｂのより詳しい説明は米国特許第８，２７７，４０１号明細書に記載されており、
その全ての開示を参照により本明細書に援用する。
【００４４】
　[0056]図１に示す整形外科用装具２０は着用者の脚に合うように構成されている。上側
カフ１０は、着用者の大腿部に合わせるよう形成され、大腿部を囲んで湾曲しているため
、一般的に着用者の筋肉組織にフィットする。下側カフ１２は、上側カフ１０と類似の構
造を有し、着用者のふくらはぎに合わせるように、およびふくらはぎを囲んで湾曲するよ
う形成される。いくつかの実施形態において、上側および下側カフ１０、１２は、比較的
軽量で空気を通す材料で形成される。いくつかの実施形態において、カフ１０、１２は、
当業者に周知のように、布地、織物、もしくは発泡状材料、または熱成形可能なもしくは
熱成形不可能なプラスチック材料から製造される。
【００４５】
　[0057]図示の通り、各カフ１０、１２は一般に単一の材料から形成され、当該材料は、
それ自体に巻きつくとともに、互いに向かって引き寄せられ、実際に重なり得る２つの端
３２、３４を形成する。端３２、３４は重なり合う位置に示されているが、整形外科用装
具２０を締めた際にこれらの端がある距離だけ離れるような大きさに作られてもよいこと
を理解されたい。一般的に、紐２３に張力をかけて、端３２、３４を互いを通り過ぎるま
で引き寄せることで、着用者の四肢周囲に整形外科用装具２０を締め得る。当該技術分野
においては容易に理解されるように、装具２０の２つの端３２、３４は開くように、およ
び患者の脚の周囲に合わせるように設計される。その場合、前述のように２つの端３２、
３４は脚上に配置され、装具２０は締められる。
【００４６】
　[0058]図２および図３は、着用者の脚１０１に合わせた別の装具１２０を示す。装具１
２０は、本明細書に援用される米国特許第８，２７７,４０１号明細書に詳細が記載され
たリール型システム（例えば、１２２ａおよび１２２ｂ）を備える。装具１２０はさらに
、装具１２０の着用者の脚１０１への取り付けを容易にするよう装具１２０をさらに開か
せる粗調整機能を有し、最終締め付け用にリールアセンブリ／締め付け機構１２５も備え
る。粗調整機能は、装具１２０が多種多様な着用者の脚に合うよう長さ調節可能な保持部
材１４０であってよい。一実施形態において、長さ調節可能な保持部材１４０は調整可能
なストラップを備える。別の実施形態において、リール型システムの１つまたは複数の構
成要素（例えば、リールアセンブリ、紐、およびガイド等）を備えるパネル１４１を使用
してもよい。パネル１４１は、装具１２０の全体的なもしくは広範な調整をするか、およ
び／または、四肢周囲で装具を締めるためのリールアセンブリ１２５と連結され得る。い
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くつかの実施形態において、保持部材１４０は、リールアセンブリ１２５の反対側に位置
するおよび／またはパネル１４１に取り付けられたガイド１５０に取り外し可能に係合す
るように構成される。
【００４７】
　[0059]その係合は、２０１３年１１月４日に出願され、発明の名称を「Ｃｏｕｐｌｉｎ
ｇ　Ｍｅｍｂｅｒｓ　ｆｏｒ　Ｃｌｏｓｕｒｅ　Ｄｅｖｉｃｅｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ
ｓ」とする米国特許出願第１４／０７１，４３５号明細書（その全ての開示を参照により
本明細書に援用する）に記載されたような高速解除機構１４２を用いた方法によってなさ
れてもよい。別の実施形態において、（図示された）Ｆａｓｔｅｘ（登録商標）バックル
、マジックテープ（登録商標）、またはその他の当業者に既知の類似機構を使用してもよ
い。図３に詳細に示すように、各高速解除機構１４２は、着用者の脚１０１上で連結して
装具１２０の着用および取り外しをする雌型部品１４２ａおよび雄型部品１４２ｂを備え
てもよい。雄型および雌型部品１４２ｂ、１４２ａの例示的な実施形態は前述の米国特許
出願第１４／０７１，４３５号明細書に記載されている。いくつかの実施形態において、
雌型部品１４２ａはガイド１５０に、一方、雄型部品１４２ｂは保持部材に取り付けても
よいが、部品の配置は必要に応じて取り替えてもよい。保持部材１４０の反対側の端は、
高速解除機構１４２が嵌め合わされた際に紐締めシステム１２２の張力によって保持部材
１４０に張力がかかって着用者の四肢周囲にカフを押し付けるように、装具に取り付けて
もよい。
【００４８】
　[0060]リール型システム１２２は、リールアセンブリ１２５を使用する前に、装具１２
０を閉じる圧力の粗調整または全体調整をするため、高速解除機構１４２と併用して全体
調整機能をさらに備えてもよい。例えば、リール型システム１２２は、必要に応じて保持
部材１４０を伸長および短縮させるラダーロック（例えば、Ｆａｓｔｅｘ　Ｓｌｉｄｅｒ
（登録商標））を備えてもよい。図には２つの保持部材１４０が示されているが、本明細
書で開示するその他の実施形態と同様に、いくつかの実施形態において、保持部材１４０
の数は変化してもよい。いくつかの実施形態において、３つ、４つ、５つ、６つ、または
それ以上の保持部材１４０が望ましいこともある。
【００４９】
　[0061]図３は、部分的に開いた構成である装具１２０の一実施形態を示す。高速解除機
構１４２が分離されて、ガイド１５０は装具に取り付けられたまま、保持部材１４０の一
端が外されている。装具１２０を取り外すために、ユーザはカフ１１０、１１２を開き、
装具をユーザの脚１０１からスライドさせてもよい。高速解除機構１４２を解除する前に
、ユーザは、例えばノブ１６２を外側に引いて、リールアセンブリ１２５を解放すること
でリール型システム１２２の張力を緩めてもよい。あるいは、ユーザは、保持部材１４０
自体を調整することなくシステムをさらに緩ませて装具１２０の再取り付けを容易にする
ために、高速解除機構１４２を解除した後にリールアセンブリ１２５を解放してもよい。
【００５０】
　[0062]図４Ａ～４Ｄに示すように、前述の装具２０および／または１２０を使用する利
点の１つは、個人の脚２１、腕、またはその他の体の部位等の円錐形または適応する形に
装具２０をフィットさせる機能が向上する点である。装具２０を円錐形にフィットさせる
機能はリール型システム２２によってもたらされる。装具２０を円錐形（例えば、脚２１
）の周囲にフィットさせ、リールアセンブリ２５を介して紐２３に張力をかける／紐２３
を巻くと、装具２０の上側部分２３ａが円錐形物体に接触する。紐２３にさらに張力をか
けると、装具２０の下側部分２３ｂも円錐形物体（例えば、脚２１）に接触するまで、紐
２３が装具を調整する。紐２３にさらに張力をかけることで、紐２３にほぼ均一な張力が
かかり、装具が均一に締められ、比較的むらなく円錐形物体に圧力がかけられる。したが
って、装具２０は円錐形にぴったりとフィットする。
【００５１】
　[0063]同様に、装具２０は、筋肉の収縮および／または弛緩による脚２１（またはその
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他の体の部位）の形の変化等の物体の変化に対して調整可能である。例えば、脚２１を曲
げてより円柱形になった場合、紐２３がガイド５０内で、またはガイド５０に対して摺動
可能であるため、装具の上側部分２３ａが縮む、または小さくなるにつれ、下側部分２３
ｂが開く、または広がる。従来の装具は典型的にはこのような調整は行わず、したがって
、患者が脚２１（またはその他の体の部位）を曲げると、装具２０は典型的には、その体
の部位の周囲で、例えば膝または足首に向かって下向きに強制的に移動する、または位置
を変える。本明細書で説明する実施形態において、紐２３が装具２０およびガイド５０に
対して摺動可能であるとともに、装具２０が形状変化に対して調整可能であるため、体の
部位の周囲での装具のフィット性または保持力が向上するとともに、装具２０の位置変化
が制限される、またはなくなる。
【００５２】
　[0064]図５Ａ～５Ｄは、様々な形状の補装シェルと連結された締め付けシステムを示す
。例えば図５Ａでは、補装具５００は、単一の筒型補装要素でユーザの四肢を取り囲む単
一円蓋状シェルである。シェル５００の外端５０２を伸ばし、摺動させてシェル５００の
内端５０４を覆うように位置させることで、シェル５００内にユーザの四肢を固定させる
。リール型引っ張りシステム５０６を使用して、四肢周囲の補装シェル５００の締め付け
力またはフィット性を調整でき、および／または、補装シェル５００を四肢に固定できる
。図５Ｂでは、補装シェル５１０は、本体部分５１６に連結されたヒンジ部分５１２を備
えることができる。例えば、ヒンジ部分５１２は、補装シェル５１０の中央部分付近に位
置し得るヒンジ要素５１４を備える。ヒンジ部分５１２の上側部分は、シェル５１０の本
体部分５１６から分離することができるとともに、ヒンジ要素５１４を介して本体部分５
１６に対して旋回することができる。ヒンジ部分５１４の上側部分は、ヒンジ部分５１２
の旋回を制御するように構成されたリール型引っ張りシステム５１８に連結されてもよい
。リール型引っ張りシステム５１８は、ヒンジ部分５１２が本体部分５１６から離れる方
向に旋回するよう緩めることができるので、補装シェル５００に対する四肢の挿入および
／または抜き出しが可能である。さらに、リール型引っ張りシステム５１８を締めること
で、補装シェル５００を四肢周囲にしっかりと合わせることができる。図５Ｃでは、二重
円蓋状補装シェル５２０が使用されている。二重円蓋状シェル５２０は、２つの側面部分
５２２、５２４が固定された背面部分５２６上に摺動可能に位置する３片シェル構造を備
えることができる。２つの側面部分５２２または５２４の一方は、他方の側面部分５２２
または５２４の前に摺動可能に位置することができる。２つの側面部分５２２、５２４は
、リール型引っ張りシステム５２８を使用して調整することで、ユーザの四肢周囲に補装
シェルの３つの部分（５２２、５２４、５２６）を締め付けるので、適切に合わせられる
。リール型引っ張りシステム５２８を緩めて三部式シェル５２０を半径方向に開くことで
、補装シェル５２０に対する四肢の挿入および／または抜き出しができる。リール型引っ
張りシステム５２８を締めて四肢周囲に三部式シェル５２０を締め付けることもできる。
図５Ｄでは、二部式クラムシェル構造を使用して補装シェル５３０を形成し得る。補装シ
ェル５３０の２つの部分５３２、５３４は、補装シェル５３０の基部５３６で旋回可能に
連結されて、第１の部分５３２が第２の部分５３４に対して旋回可能にしてもよい。この
構成において、第１の部分５３２は、リール型引っ張りシステム５３８を緩めることで第
２の部分５３４から離れる方向に旋回可能であり、よって補装シェル５３０に対する四肢
の挿入および／または抜き出しができる。同様に、リール型引っ張りシステム５３８を締
めることで、第１の部分５３２は第２の部分５３４に近づく方向に旋回して、ユーザの四
肢周囲で補装シェル５３０を引き締める、または締める。リール型引っ張りシステム５３
８の紐は、第１の部分５３２および第２の部分５３４の開口部分に渡されて、２つの部分
をともに連結する。補装具および／または整形用支持装置にリール型引っ張りシステムを
使用すると、適切に合わせられるだけでなく、紐を締める、または緩めることで、締め付
け力、フィット性、および／または快適性をどんなときでも容易に調整することも確実に
できる。
【００５３】
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　[0065]いくつかの実施形態において、リールアセンブリは、複数の紐を収容可能なスプ
ールを利用してもよい。このようなリールアセンブリでは、単一のリールアセンブリを使
用して装具の複数のゾーンまたは領域をそれぞれ異なるように調整できる。例えば、図６
は、単一のリールアセンブリ７０２で３つの紐にそれぞれ異なる張力をかけるのに使用さ
れ得る三段スプール７００を示す。リールアセンブリ７０２は、紐７０４ａ、７０４ｂ、
７０４ｃに全て同時に張力をかける、または緩めることができる。いくつかの実施形態に
おいて、３つの紐７０４ａ、７０４ｂ、７０４ｃそれぞれの基端はリールアセンブリ７０
２またはその付近において終端となるが、各紐７０４ａ、７０４ｂ、７０４ｃの先端は補
装シェル７０６上で、好ましくは同じ側において、終端となる。いくつかの実施形態にお
いて、紐の終端は、各ゾーンに張力をかけるのに使用される紐の長さを変化させるよう変
えることができ、よって補装シェル７０６の１つまたは複数のゾーンにおいてそれぞれ異
なる張力とすることができる。ゾーン別圧力を発生させるおよび／または紐の端を変える
のに使用され得るリール型引っ張りシステムの様々な実施形態は、２０１３年１１月６日
に出願され、発明の名称を「Ｄｅｖｉｃｅｓ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ａｄｊ
ｕｓｔｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｆｉｔ　ｏｆ　Ｆｏｏｔｗｅａｒ」とする米国特許出願第１４／
０７３，７７３号明細書に記載され、その全ての開示を参照により本明細書に援用する。
【００５４】
　[0066]図７Ａ～７Ｄは、紐または引っ張り部材を使用して装具を閉じて締める方法の様
々な実施形態を示す。例えば図７Ａは、補装シェル８００の縦方向の開口部に沿って圧力
ゾーンを作るリールアセンブリ８０２を示す。いくつかの実施形態において、さらに第２
のリールアセンブリがシェル８００に連結可能であり、シェルのゾーンに張力をかけるよ
うに動作可能である。いくつかの実施形態において、第２のリールアセンブリは、シェル
８００の背面等、第１のリールアセンブリ８０２とは反対側のシェル８００に配置されて
もよい。第２のリールアセンブリは、シェル８００の離れた部分に沿って、例えばシェル
８００のカラー８０６に沿って、圧力ゾーンを作って、四肢周囲にシェル８００の上側部
分または領域を押し付けることができる。第２のリールアセンブリは、紐８０８に沿って
、または紐８０８から離れて位置することができる。第２のリールアセンブリが紐８０８
から離れて位置する実施形態において、第２のリールアセンブリ８０４が操作されると紐
８０８に張力がかかるよう、変位可能なガイドを使用してもよい。変位可能なガイドは、
第２のリールアセンブリ８０４に向かって引くことで紐８０８に張力をかけてもよい。あ
るいは、シェル８００のカラー部分およびシェル８００の縦方向の開口部を調整するのに
単一のリールアセンブリを使用してもよい。図７Ｂは、装具周囲に周方向に巻かれた紐８
２２にリールアセンブリ８２０が連結された実施形態を示す。紐８２２は、ユーザの四肢
の周囲で装具の上側部分を絞る、または締め付けるために張力をかけることができる。図
７Ｃおよび図７Ｄは、紐８３８の先端を装具に取り付け得る実施形態を示す。図７Ｃでは
、紐８３２の先端は、装具８００に固定して取り付けられ得る。この実施形態において、
紐８３８に張力をかけることで、ユーザの四肢の周囲で装具８００のカラー部分８３６を
絞るまたは閉じる。図７Ｄでは、紐８３８の先端８３４は装具８００に調整可能に連結さ
れる。この実施形態において、紐ガイド８３６を通して先端８３４を引くことで、まず四
肢周囲で装具８００のカラー部分８３６を閉じてもよい。その後、引っ張り機構を介して
紐８３８にさらに張力をかけて四肢周囲で装具８００のカラー部分８３６がさらに締まる
ように、先端８３４を適切な位置で折り曲げるか、またはロックしてもよい。このように
、紐８３８を使用して四肢周囲での装具８００の広範なまたは全体的な調整が可能である
。
【００５５】
　[0067]いくつかの実施形態において、パッド部材を使用して装具内に圧力点を作っても
よい。パッド部材は、圧力を集中させる、圧力を分散する、および／またはユーザにとっ
てより快適なフィット性とするために備えることができる。パッド部材は、発泡材、ゲル
材、またはその他のスポンジ状および／もしくは可撓性部材から作ることができる。例え
ば図８において、パッド部材は、リール型引っ張りシステム８２４、８２６に１つまたは
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複数の圧力ゾーンを作るために備えられている。シェル８２０は、シェル８２０の縦方向
の開口部に沿って圧力ゾーンを有することができる。シェル８２０はさらに、シェル８２
０のカラー８２８付近に、またはカラー８２８に沿って位置する第２の圧力ゾーンを有す
ることができる。カラーの圧力ゾーン８２８は１つまたは複数のパッド部材８２２を備え
、これらは、シェルのカラー８２８周囲に周方向に位置する窓を通して径方向に変位する
ことができる。いくつかの実施形態において、パッド部材８２２は、補装具８２０の周囲
にほぼ等しい間隔で位置するか、またはユーザにとって適切なおよび／または快適なフィ
ット性を実現するその他の位置に配置してもよい。紐８３０に張力をかけると、パッド部
材８２２は窓を通して径方向内側に変位してユーザの四肢に対する補装具の容積を減らし
、よって四肢に対する圧力が高まる。別の実施形態において、パッド部材８２２は弾性材
または膜に対して押され、当該弾性材または膜がユーザの四肢に対して押されてもよい。
【００５６】
　[0068]いくつかの実施形態において、適当な紐ガイドを利用して、補装具に、カスタマ
イズされた紐経路を作ってもよい。例えば図９は、複数のリベット穴１１０２を有する単
一円蓋状シェル１１００を示す。リベットまたは留めくぎを有するガイドをリベット穴１
１０２に挿入して、望ましい圧力または補装締め付け構成とする望ましい紐経路を作るこ
とができる。リベット穴１１０２に固定できる、または嵌められるガイドであれば、どん
なものでも使用可能である。例えば、ガイド１１０４は、シェル１１００に沿って紐１１
１０の部分を異なる方向に向けるのに使用可能である。様々なリベット付きガイドが、そ
れぞれ異なる半径にしてシェル１１００の特定部分にかかる張力を変えるのに使用可能で
あるとともに、紐システム内の摩擦を減少させるのに選択可能である。
【００５７】
　[0069]図１１Ａおよび図１１Ｂは、補装シェルに組み込んで、または連結して、補装シ
ェルの各領域またはゾーンにそれぞれ異なる張力または締め付け力をかける相互変動機構
を示す。本明細書で使用する相互変動機構とは、補装装置の１つのゾーンにおける紐の長
さを長くする一方、補装装置の別のゾーンにおける紐の長さを短くすることができるあら
ゆる装置のことである。相互変動機構は、紐をリールアセンブリを通して引くか、または
リールアセンブリに対して動かしてから適切な位置にロックされるリールアセンブリを備
えてもよい。このように、相互変動機構を使用して複数のゾーンの紐の長さを調整しても
よい。図１１Ｂに示すように、相互変動機構１５０２を使用すると、ユーザは、紐１５０
４の一部分をリール１５０６の一方側または他方側に引き、紐１５０４を相互変動機構１
５０２に対して適切な位置にロックすることで、複数のゾーンにおいて補装シェル１５０
０により加えられる圧力を調整可能である。紐１５０４は、相互変動機構１５０２のノブ
を回すか、またはロックもしくはロック機構を操作して、適切な位置にロックしてもよい
。このように、リールアセンブリを介して紐１５０４に張力をかけると、相互変動機構１
５０２のどちら側においても各ゾーン内の圧力が変わる。いくつかの実施形態において、
リールアセンブリは相互変動機構と同じ装置であってよい。例えば、相互変動機構１５０
２は、紐１５０４が相互変動機構を通して引かれる内穴を備えてもよい。この場合、相互
変動機構１５０２は、前述の通り（例えば、ノブを回して）操作して紐１５０４に張力を
かけ、よってユーザの四肢周囲で装具を締めてもよい。図１１Ａに示すように、相互変動
機構１５０２を使用して、補装装置の上側ゾーンおよび下側ゾーン内の圧力を変え、よっ
て補装装置の上側領域および下側領域それぞれにおいて四肢にかかる圧力を変えてもよい
。相互変動機構の様々な実施形態は、参照により本明細書に援用される米国特許出願第１
４／０７３，７７３号明細書に記載されている。
【００５８】
　[0070]いくつかの例において、複数の引っ張り部材または紐に同時に張力をかける紐締
めシステムの使用が望ましいこともある。かかる実施形態において、紐締めシステムは、
引っ張り装置と、引っ張り装置を介して操作される引っ張り機構と、引っ張り機構に連結
され、引っ張り機構によって張力がかけられる複数の引っ張り部材または紐とを備えても
よい。複数の引っ張り部材は、物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、本明



(18) JP 6526691 B2 2019.6.5

10

20

30

40

50

細書で説明する補装具または整形用支持装具等の物品を締めるために複数の引っ張り部材
に張力をかけた際に開口部の隙間を狭めるように構成されてもよい。かかる実施形態にお
いて、引っ張り機構が動作することで各引っ張り部材に同時に繰り返し張力がかかって、
物品を比較的均一に締めることができる。本明細書で使用する同時に張力がかかるという
表現は、各引っ張り部材にほぼ同時に張力がかけられるという意味であり、引っ張り部材
の基端部分に張力がかかることには左右されない。例えば、物品を締めるのに単一のまた
は少数の引っ張り部材または紐が使用される従来のシステムでは、引っ張り部材の基端部
分に張力がかかるまで引っ張り部材の先端部分には張力がかからない。従来のシステムに
あった摩擦損失を考えると、引っ張り部材が物品付近におよび／または１つまたは複数の
紐ガイド内で移動するまで、引っ張り部材の先端部分は完全には張力がかからないことが
ある。その結果、引っ張り部材の先端部分を介して張力がかかる物品の先端部分は、基端
部分に連係してすぐに締まらないことがある。
【００５９】
　[0071]また、本明細書で使用する繰り返し張力がかかるという表現は、引っ張り装置が
操作される度に各引っ張り部材の張力がほぼ同等になり得るという意味である。つまり、
各引っ張り部材は、他の引っ張り部材と連係して所与のまたは望ましい度合いで物品を締
めるように構成してもよい。その後、引っ張り装置が続いて操作される度に所与のまたは
望ましい度合いで物品を締めてもよい。基端部分に張力をかけた後にだけ引っ張り部材の
先端部分に張力がかかる従来のシステムを使用した場合には、繰り返し物品に張力をかけ
るまたは物品を締めることはできない。例えば、摩擦等の損失により、物品の基端部分は
典型的には物品の先端部分の前に締められる。この場合、物品の締め付け力は、引っ張り
部材が物品付近におよび／または１つまたは複数の紐ガイド内で移動すると時間とともに
平衡させるか、または正規化させてもよい。したがって、引っ張り部材および物品の張力
または締め付け力が変化する。一方、本明細書で説明する実施形態を使用する場合、各引
っ張り部材に張力をかけることおよびそれに伴う物品の締め付けは繰り返し行うことがで
き、従来のシステムに対して比較的均一になる。
【００６０】
　[0072]いくつかの実施形態において、複数の引っ張り部材の１つ以上が調整可能に物品
と連結される。例えば、引っ張り部材の先端は物品付近に移動されるか、または位置を変
えることで、引っ張り部材において紐に異なる張力をかけてもよい。このような引っ張り
部材の調整方法を使って、引っ張り機構を操作した際に各引っ張り部材に異なるまたは差
異のある張力をかけてもよい。引っ張り部材は、調整可能な終端、相互変動機構、ロック
機構、およびバックル等を介して、調整可能に物品と連結されてもよい。
【００６１】
　[0073]図１２Ａ～１２Ｃおよび図１６Ａ～１７Ｃは、複数の引っ張り部材または紐に同
時に張力をかけるのに使用され得る紐締めシステムの実施形態を示す。図１２Ａ～１２Ｃ
は、複数の紐に比較的に均一に張力をかけるのに使用され得る細長部材または引っ張り棒
材（以下、引っ張り棒材と呼ぶ）の実施形態を示す。図１２Ｃでは、引っ張り棒材１７２
０は、リール型引っ張りシステム１７２２、および補装シェル１７３０の加圧間隙１７２
８に渡された複数の横紐１７２４に連結される。リール型引っ張りシステム１７２２を締
めると、引っ張り棒材１７２０が、紐が比較的緩い状態の第１の位置から紐に張力がかか
る第２の位置へと縦方向上側へ変位する。引っ張り棒材１７２０の位置を第２の位置へ変
えることは、引っ張り棒材１７２０をリール型引っ張りシステム１７２２の方向へ上側に
引くことであってよい。いくつかの実施形態において、加圧間隙１７２８に渡された横紐
１７２４は、引っ張り棒材１７２０がリールアセンブリ１７２２の方向へ引かれると、杭
１７３２の周囲に接触し摺動してもよい。杭１７３２は、紐１７２４の曲率半径を調整す
るとともに、引っ張り棒材１７２０が横紐１７２４に張力をかけると、内向きにおよび／
または間隙１７２８を横切るように閉塞力を向けてもよい。引っ張り棒材１７２０が横紐
１７２４に張力をかけると、横紐１７２４は加圧間隙１７２８の反対側を内向きに引いて
、四肢周囲に補装装置を押し付ける。いくつかの実施形態において、杭１７３２の代わり
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に、ローラ、ベアリング、またはその他の構成要素を使用して横紐１７２４を導いてもよ
い。
【００６２】
　[0074]図１２Ｃに示すように、横紐１７２４は、加圧間隙１７２８の反対側のガイド１
７２６内にまたはガイド１７２６の周囲に摺動するように配置される。１つの横紐１７２
４は、縦方向の異なる２箇所で引っ張り棒材１７２０に連結される。紐１７２４は、縦方
向の異なる２箇所間のガイド１７２６内で摺動可能である。このように、複数の紐にかか
る張力は動的に平衡するか、またはバランスが取られる。それぞれ異なる長さのガイド１
７２６を使用することで、シェル１７２０の異なる位置で四肢にかかる圧力の相対量が調
整できる。紐１７２４はガイド１７２６内で摺動することで調整可能なため、この実施形
態における紐の張力は、他の実施形態より良好に平衡するか、またはバランスが取られ得
る。
【００６３】
　[0075]図１２Ａおよび図１２Ｂは、前述の引っ張り棒材１７４２を使用してシェル１７
４０の加圧ゾーンに沿って均一に加圧する補装シェル１７４０の実施形態を示す。例示さ
れた実施形態において、リール型引っ張りシステム１７４４は、引っ張り棒材１７４２に
連結され、シェル１７４０の加圧間隙１７５０に渡された複数の紐１７４８に張力をかけ
るよう操作可能である。紐１７４８は、補装シェル１７４０の対向する端に取り付けられ
、間隙１７５０に渡される。紐１７４８の中央部分は前述の杭１７４６、１７５２に接触
して間隙１７５０を横切る方向に閉塞力を向け、よって間隙１７５０の対向する側面を互
いに向かって引く。このように、シェル１７４０を個人の四肢に対して締め付けて、また
は押し付けてシェル１７４０を四肢に固定してもよい。いくつかの実施形態において、リ
ール型引っ張りシステム１７４４は直接引っ張り棒材１７４２を引く、または引っ張り棒
材１７４２に張力をかける。別の実施形態において、滑車１７５４またはその他の構成要
素を使用して、リールアセンブリ１７４４が加える力を引っ張り棒材１７４２に向けても
よい。適当な滑車１７５４または滑車システムを選択することで、引っ張り棒材１７４２
にかかる力を高めて望ましい加圧特性が得られる。図１２Ｃの実施形態とは異なり、図１
２Ａおよび図１２Ｂの紐１７４８は、引っ張り棒材１７４２の２箇所間で紐経路を定める
ガイド内に配置されない。代わりに、紐の個別の部分１７４８がそれぞれ、対向する端で
シェル１７４０に取り付けられ、紐１７４８が間隙１７５０にほぼ直交するよう間隙１７
５０を横切って配置される。
【００６４】
　[0076]図１６Ａおよび図１６Ｂは、複数の紐に比較的均一な張力をかけるのに使用され
得る引っ張り機構の別の実施形態を示す。具体的には、図１６Ａおよび図１６Ｂは、補装
シェル２２００等の物品の開口部または加圧間隙２２０４を横切る複数の引っ張り部材ま
たは紐において、確実に紐に均一な張力をかけるのに使用され得るリール型引っ張りシス
テムの実施形態を示す。引っ張り機構は、紐に張力をかける間、各紐の張力を平衡させる
ように構成される。いくつかの実施形態において、引っ張り機構はさらに、紐に張力をか
けた後、各紐の張力を平衡させるように構成してもよい。別の実施形態において、紐の張
力は、はじめに紐に張力をかけた後、ロック機構（例えば、カム、締め具、およびはめ輪
等）を使用してロックするか、または固定することで、紐にさらに張力をかけると紐にそ
れぞれ異なる張力がかかるようにしてもよい。図１６Ａおよび図１６Ｂに示すように、一
対の紐２２０２ａ、２２０２ｂが、各紐２２０２ａ、２２０２ｂの張力を平衡させる引っ
張り部品または安定化部品２２１０（以下、安定化部品２２１０と呼ぶ）に各紐２２０２
ａ、２２０２ｂが連結された状態で、加圧間隙２２０４に渡される。具体的には、第１の
紐２２０２ａが、補装シェル２２００の第１の側面から間隙２２０４を横切り、補装シェ
ル２２００に取り付けた第１の杭２２０６の周囲を通り、安定化部品２２１０の第１のシ
ャフトまたは滑車２２０８の周囲を通り、第２の杭２２１２の周囲を通り、間隙２２０４
を逆方向に横切り、補装シェル２２００の第１の側面の終端点へと伸びる。第１の紐２２
０２ａの両側で張力を不均一にすることで、第１の紐２２０２ａの張力がほぼ平衡するま
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で第１の紐２２０２ａが第１の滑車２２０８の周囲を摺動する。このように、第１の滑車
２２０８は、第１の紐２２０２ａの第１および第２の部分間で張力を平衡させる第１の張
力平衡器として機能する。第１の紐２２０２ａの第１および第２の部分は、紐の各部分が
物品または装具の異なる部分を締めるため、第１および第２の紐または引っ張り部材とし
て実質上機能する。
【００６５】
　[0077]第２の紐２２０２ｂは同様に、補装具２２００の第１の側面から間隙２２０４を
横切り、補装シェル２２００に取り付けた第３の杭２２１４の周囲を通り、安定化部品２
２１０の第２の滑車２２１６の周囲を通り、第４の杭２２１８の周囲を通り、間隙２２０
４を逆方向に横切り、補装シェル２２００の第１の側面の終端点へと伸びる。第２の紐２
２０２ｂの両側で張力を不均一にすることで、第２の紐２２０２ｂの張力がほぼ平衡する
まで第２の紐２２０２ｂが第２の滑車２２１６の周囲を摺動する。このように、第２の滑
車２２１６は、第２の紐２２０２ｂの第１および第２の部分間で張力を平衡させる第１の
張力平衡器として機能する。第２の紐２２０２ｂの第１および第２の部分は、紐の各部分
が物品または装具の異なる部分を締めるため、第１および第２の紐または引っ張り部材と
して実質上機能する。
【００６６】
　[0078]安定化部品２２１０は、第３の紐２２２２を介してリールアセンブリ２２２０に
連結される。リールアセンブリ２２２０が（例えば、リールアセンブリ２２２０のノブを
回して）操作されると、安定化部品２２１０がリールアセンブリ２２２０に向かって引か
れて、第１の紐２２０２ａおよび第２の紐２２０２ｂに張力がかかる。安定化部品２２１
０は、ピン部品または旋回部品２２２４を介して第３の紐２２２２に旋回可能に連結され
るので、第１の紐２２０２ａおよび第２の紐２２０２ｂの張力が不均一な場合、各紐２２
０２ａ、２２０２ｂの張力が平衡するまで安定化部品２２１０がピン２２２４を軸にして
旋回する。このように、安定化部品２２１０は、第１の紐２２０２ａの第１および第２の
部分と第２の紐２２０２ｂの第１および第２の部分との間で張力を平衡させる第２の張力
平衡器として機能する。いくつかの実施形態において、安定化部品２２１０は、安定化部
品２２１０の動作がユーザに見えるよう、補装シェル２２００に連結された透明なハウジ
ング２２２６に収容してもよい。
【００６７】
　[0079]図１６Ａおよび図１６Ｂに示すように、第１および第２の紐２２０２ａ、２２０
２ｂの構成は加圧間隙２２０４を横切って平行に伸びる紐パターンとなる。紐２２０２ａ
、２２０２ｂを平行に配置することで、紐がかける閉塞力が最大化するよう紐の張力が間
隙を横切る方向に確実に向けられる。さらに、加圧間隙２２０４を横切る複数の紐を使用
することで、リールアセンブリ２２２０がかける閉塞力が増加する。図１６Ａはまた、補
装シェルの一端付近に位置するガイド部材内に紐２２０２ａ、２２０２ｂまたはそのある
部分が摺動可能に位置する、負荷平衡式リール型引っ張りシステムをやや変形したものを
示す。ガイド部材を使用することで、紐がハウジング２２２６付近の間隙を横切ることが
できる。
【００６８】
　[0080]図１７Ａ～１７Ｃは、複数の紐に比較的均一な張力をかけるのに使用され得る細
長部材のさらに別の実施形態を示す。具体的には、ねじり棒材または可撓性引っ張りシャ
フトによって複数の紐にほぼ均一に張力がかけられ得る。いくつかの実施形態において、
紐の長さを調整して、ねじり棒材が補装シェルをゾーン別に締めてもよい。図１７Ａ～１
７Ｃは、補装シェル２４００を締めるのに使用され得る細長部材、ねじり棒材、または細
長引っ張りシャフト２４０６（以下、細長シャフト２４０６と呼ぶ）の実施形態を示す。
細長シャフト２４０６は、補装シェル２４００に沿って伸びるとともに、補装シェル２４
００の開口部または間隙２４１２に渡された複数の引っ張り部材に連結される。引っ張り
部材は、紐２４０４、ストラップ２４１０、または図１７Ｂに示されるようにそれらを組
み合わせものであってよい。いくつかの実施形態において、細長シャフト２４０６から先
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端終点までの紐２４０４またはストラップ２４１０の長さは、細長シャフト２４０６を介
して紐２４０４またはストラップ２４１０に張力をかけることでカスタムのゾーン別フィ
ット性または締め付け力がもたらされるように調整してもよい。長さを変えるには、紐ま
たはストラップの端を、例えばバックル２４０８、締め具、カム、およびロック等を使用
して、調整するとともに終端としてよい。紐またはストラップの端を調整するさらなる実
施形態は、参照により本明細書に援用される米国特許出願第１４／０７３，７７３号明細
書に記載されている。
【００６９】
　[0081]いくつかの実施形態において、紐２４０４またはストラップ２４１０は、紐２４
０４またはストラップ２４１０の端をスロット（図示せず）を通して細長シャフト２４０
６に挿入することで細長シャフト２４０６に連結してもよい。この場合、細長シャフト２
４０６がシャフト２４０６の縦軸を中心として回転することで、紐２４０４またはストラ
ップ２４１０はそれ自体に巻きついてもよい。細長シャフト２４０６は、リールアセンブ
リ２４０２および／または１つまたは複数の歯車機構２４０３の動作により回転する。い
くつかの実施形態において、可撓性引っ張りシャフト２４０６は、補装シェル２４００の
内側もしくは外側の管（図示せず）内を通るか、または補装シェル２４００の外面に沿っ
て伸び、１つもしくは複数のベアリングもしくはロック（図示せず）で補装シェルに連結
してもよい。
【００７０】
　[0082]いくつかの実施形態において、１つまたは複数のゾーンの紐２４０４もしくはス
トラップ２４１０を望ましい張力で固定し、細長シャフト２４０６を（例えば、リールア
センブリ２４０２を介して）回転させて、１つまたは複数のゾーンをそれぞれ異なる力で
締め付けてもよい。１つまたは複数のゾーンにおいてその後異なる締め付け力が望まれる
場合、その望まれるゾーンの紐が短くなる、または長くなるように紐の端の連結を（例え
ば、バックル２４０８を介して）調整し、よってその後リールアセンブリ２４０２を操作
した際にそれぞれ異なる締め付け力となるようにしてもよい。紐の端および／または紐の
長さはその後、「完全にロック」されるので１つまたは複数のゾーンで望ましい張力が得
られる。
【００７１】
　[0083]バックル２４０８は、各ゾーンの紐がほぼ同量変位するか、または細長シャフト
２４０６に巻きつくよう、はじめの張力およびその後の「完全ロック」を定めるのに使用
してもよい。例えば、はじめに紐２４０４またはストラップ２４１０に張力をかけ、バッ
クル２４０８を介して各紐２４０４またはストラップ２４１０を適切な位置にロックする
ことで、リールアセンブリ２４０２をさらに操作した際に各ゾーンの紐２４０４またはス
トラップ２４１０がほぼ同量細長シャフト２４０６に巻きつくようにしてもよい。
【００７２】
　[0084]図１７Ｃに示すように、細長シャフト２４２６は複数のゾーンに張力をかけると
ともに間隙２４３２を減らすよう補装具２４２０に沿って伸びてよい。細長シャフト２４
２６から各ゾーンまでの紐２４２４の長さは、細長シャフト２４２６を介して紐２４２４
に張力をかけることでカスタマイズされたフィット性が得られるよう調整され得る。紐の
端２４３０は、例えばガイド２４２８の凹部に合うように構成された摺動可能な紐留め２
４３２を使用して、本明細書で説明するように調整するとともに終端としてよい。紐の端
２４３０をガイド２４２８および紐に連結された紐留め２４３２を通して引いて、細長シ
ャフト２４２６とガイド２４２８との間の紐を短くするか、または長くすることによって
、まず紐２４２４を締めることができる。その後、細長シャフト２４２６およびリールア
センブリ２４２２を介して紐２４２４をそれ自体に巻きつけてもよい。いくつかの実施形
態において、細長シャフト２４２６は、補装具２４２０の内側もしくは外側の管（図示せ
ず）内を通るか、または補装具２４２０の外面に沿って伸び、１つまたは複数のベアリン
グもしくはロック（図示せず）で補装具に連結してもよい。
【００７３】
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　[0085]一実施形態によれば、紐締めシステムで物品を構成する方法は、引っ張り装置と
、引っ張り装置を介して操作される引っ張り機構と、引っ張り機構に連結され、引っ張り
機構によって張力がかけられる複数の引っ張り部材とを備える紐締めシステムを準備する
ことを含む。方法はさらに、物品に引っ張り装置を連結することと、複数の引っ張り部材
が物品の開口部の周囲に縦方向に配置されるとともに、物品を締めるために複数の引っ張
り部材に張力をかけた際に開口部の隙間を狭めるように構成されるように、複数の引っ張
り部材のそれぞれを物品に連結することとを含む。本明細書で説明するように、かかる実
施形態において、引っ張り機構は、引っ張り機構が動作することで複数の引っ張り部材の
それぞれに同時に繰り返し張力がかかって、物品を比較的均一に締めることができるよう
に構成される。
【００７４】
　[0086]１つまたは複数の引っ張り部材は、引っ張り部材を調整することで、引っ張り機
構が動作した際に各引っ張り部材に張力がかかるように、調整可能に物品に連結され得る
。１つまたは複数の引っ張り部材は、調整可能な終端、相互変動機構、ロック機構、およ
びバックル等を介して物品に調整可能に連結してもよい。
【００７５】
　[0087]一実施形態において、引っ張り機構は、引っ張り装置が動作した際に物品の開口
部に対して縦方向に移動可能な細長部材であってよい。かかる実施形態において、方法は
さらに、複数の引っ張り部材のそれぞれを細長部材に沿って縦方向に連結することを含ん
でもよい。別の実施形態において、引っ張り機構は、物品の開口部に沿って縦方向に物品
に連結された細長部材であってよい。かかる実施形態において、各引っ張り部材は、細長
部材に沿って縦方向に連結されてよく、細長部材は、複数の引っ張り部材が細長部材に巻
きつくように、引っ張り装置が動作した際に縦軸を中心に回転するように構成されてもよ
い。さらに別の実施形態において、引っ張り機構は、複数の引っ張り部材に張力をかけて
いる間、および／またはその後に、複数の引っ張り部材のそれぞれの張力を平衡させるよ
うに構成されてもよい。かかる実施形態において、引っ張り機構は、第１の張力平衡手段
（例えば、滑車等）と、第２の張力平衡手段（例えば、旋回可能な安定化部品等）とを備
えてもよい。第１の張力平衡手段は第１および第２の引っ張り部材の間の張力を平衡させ
、第２の張力平衡手段は第３の引っ張り部材と第１および第２の引っ張り部材との間の張
力を平衡させてもよい。
【００７６】
　[0088]いくつかの例において、１つまたは複数の圧力誘起部品を介して物品を締めるこ
とが望ましい場合もある。例えば、四肢に内向きの圧力をかける１つまたは複数の圧力部
品を介して、ユーザの四肢周囲に装具を合わせることが望ましい場合もある。圧力部品は
、物品の容積を変えることで径方向内向きの圧力をかけるように構成してよい。例えば、
四肢周囲で物品を締める紐締めシステムは、物品に連結可能な引っ張り装置と、引っ張り
装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられる引っ張り部材と、物品に連結可
能な圧力部材とを備えてもよい。圧力部材は、引っ張り部材で操作されるとともに、引っ
張り部材に張力をかけた際に物品に対して第１の位置と第２の位置との間で移動可能であ
り得る。圧力部材が第１の位置にある場合、物品の開口部は所与の表面積を有し得る。圧
力部材が第２の位置にある場合、圧力部材は物品の開口部内に変位して表面積を減らし、
よって四肢に内向きの圧力をかけ得る。このように、圧力部材によって物品の容積を変え
て、四肢の周囲に物品を合わせ得る。
【００７７】
　[0089]別の実施形態において、四肢周囲で物品を締める紐締めシステムは、物品に連結
可能な引っ張り装置と、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられ
る引っ張り部材と、物品に連結可能で、圧力部材の内面が物品の開口部に対して径方向内
側を向くように位置を取ることができる圧力部材とを備えてもよい。圧力部材は、引っ張
り部材で操作されて、引っ張り部材に張力をかけた際に径方向に物品の開口部内へ変位す
ることで物品の開口部が小さくなり、よって四肢に圧力をかける。
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【００７８】
　[0090]図１０および図１３Ａ～１４Ｄは、補装シェルの有効容積を減らすことで四肢を
加圧するよう機能する圧力部材の実施形態を示す。図１３Ａは、複数の圧力部材またはパ
ッド部材１８０２を有するシェル１８００を示す。圧力部材またはパッド部材１８０２（
以下、パッド部材１８０２と呼ぶ）は、圧力部材１８０２の内面がシェル１８００の開口
部に向くように配置される。圧力部材は、例示された実施形態に示すように互いに等間隔
で離すか、または望ましい加圧特性を作るのに望ましいその他の間隔で配置することがで
きる。リール型引っ張りシステム１８０４はシェル１８００の外側に連結される。リール
型引っ張りシステム１８０４は、シェル１８００の周囲に位置する紐を介してシェル１８
００の直径を減少することで、シェル１８００の周囲に径方向の圧力が発生するように構
成される。具体的には、リール型引っ張りシステム１８０４は、シェル１８００および圧
力部材の内面によって定まるシェル１８００の開口部の直径または表面積を減少させるよ
うに構成される。シェルの開口部の直径が減少することで径方向の圧力が高まると、パッ
ド部材１８０２は径方向内側に強制的に向く、または撓む。可撓部材１８０６は、パッド
部材１８０２が径方向内側に移動した際に可撓部材１８０６が内向きに曲がるようにパッ
ド部材１８０２に連結してよい。可撓部材１８０６の撓みを得るために、可撓部材１８０
６は、対向する両端がシェル１８００に連結されるか、または取り付けられ、中央部分が
シェル１８００から離れている。可撓部材１８０６が内向きに曲がると、シェル１８００
内の容積が減少し、シェル１８００がユーザの四肢の周囲に押し付けられる。いくつかの
実施形態において、可撓部材１８０６の対向する両端は隣接するパッド部材１８０２に固
定可能にまたは旋回可能に連結してもよい。いくつかの実施形態において、可撓部材１８
０６の対向する両端の一方はシェル１８００に摺動可能に連結され、他方はシェル１８０
０に固定可能に連結されてもよい。引っ張り部材に張力をかけた際、摺動可能な対向する
端は固定された対向する端に向かって摺動してもよく、これにより中央部分がシェル１８
００の開口部内で撓み、または曲がり、よって開口部の直径および／または表面積が減少
する。
【００７９】
　[0091]図１３Ｂは、可撓部材１８１２を有するシェル１８１０の別の実施形態を示す。
図１３Ｂでは、可撓部材１８１２は補装シェル１８１０の開口部または間隙を横切るよう
に位置している。リール型引っ張りシステム１８１４は、シェル１８１０の開口部または
間隙を減少する、または閉じることで、可撓部材１８１２が径方向内側に撓んでシェル１
８１０の容積を減少させるように構成される。開口部または間隙に紐を渡し、本明細書で
説明するリールアセンブリで紐に張力をかけることで、開口部または間隙が閉塞するよう
にしてもよい。可撓部材１８０６または１８１２は、可撓部材の中央部分の撓み量が引っ
張り部材で引き起こされる張力の量に対応するように構成されてよい。つまり、可撓部材
が各シェルの開口部内で撓む、または曲がる度合いは、引っ張り部材で引き起こされる張
力と直接的な相関関係があってよい。したがって、極めて小さい量の圧力が可撓部材また
は圧力部材を介して四肢にかけられ得る。
【００８０】
　[0092]図１３Ｃは、補装シェルの容積を減少させるのに使用され得る可撓性パネル１９
００を使用した実施形態を示す。一実施形態において、パネル１９００は、パネル１９０
０の縦方向の長さにほぼ直交して配置される横スリット１９０２を備える。パネル１９０
０は、例えばパネル先端１９０８の孔にプラグ部材または留め部材を挿入することで、リ
ール型引っ張りシステム１９０４に連結される。プラグ部材または留め部材は、リール型
引っ張りシステム１９０４を締めるとパネルの先端１９０８に接触し、よってパネル１９
００を押し付けてよい。スリット１９０２があることで、パネル１９００が押し付けられ
るとパネル１９００が曲がる、または撓む。シェルの容積を増加するために、パネル１９
００のリール型引っ張りシステム１９０４に最も近い基端１９０６はシェルにしっかりと
固定することができる。リール型引っ張りシステム１９０４を締めると、パネル１９００
の固定されていない先端１９０８が固定された端１９０６に向かって押し付けられ、これ
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により可撓性パネル１９００が補装具内に位置する四肢に対して内側に強制的に曲がり、
よって四肢への圧力が高まる。
【００８１】
　[0093]図１４Ａ～１４Ｄは、１つまたは複数の伸縮可能な圧力部材またはパネル１８２
２（以下、圧力パネル１８２２と呼ぶ）を利用した補装シェル１８２０の別の実施形態を
示す。圧力パネル１８２２は、複数のコネクタ１８２６を介してまとめて連結された２つ
以上の平行レールまたは部材１８２４を備えてもよい。コネクタ１８２６は、従属機構で
あるか、またはヒンジを介してレールまたは部材１８２４に接続されてよい。圧力パネル
１８２２は、パネル１８２２の外側部材がシェル１８２０の開口部に向くよう配置される
。圧力パネル１８２２は、シェル１８２０の内面および圧力パネル１８２２の外側部材で
定められるシェル１８２０の開口部の直径または表面積を減らしてシェル１８２０内に位
置するユーザの四肢への径方向の圧力を発生させる。圧力パネル１８２２は、以下で説明
するように圧力パネル１８２２の外側部材が径方向内側に開口部内へと移動することで開
口部の直径または表面積を減少させる。例えば図１４Ａに示すように、圧力パネル１８２
２は、平行部材が折り畳まれるか、または互いに対して比較的平らに横たわる折畳位置１
８４０と、平行部材がずれて位置するか、または互いに離れるように変位する伸長位置１
８５０との２つの位置の間で移動可能である。平行部材が位置を変えることで圧力パネル
１８２２が占める容積が増加する。２つの平行部材は、コネクタ１８２６を介して折畳位
置と伸長位置との間で移動することができる。さらに、伸長位置１８５０において、ヒン
ジ付きコネクタ１８２６は平行部材１８２４に対してほぼ垂直である。
【００８２】
　[0094]図１４Ａに示すように、各圧力パネル１８２２の平行部材の内側部材１８２４は
シェル１８２０の内面に連結してもよい。リール型引っ張りシステム１８２８の紐は平行
部材の外側部材１８２７の基端に連結してもよい。リール型引っ張りシステム１８２８の
紐に張力がかかると、外側部材１８２７の基端がリール型引っ張りシステム１８２８に向
かって引かれ、これにより圧力パネル１８２２が伸長位置１８５０へと変位する。これに
よりシェル１８２０内で圧力パネル１８２２が占める容積が増加し、外側部材１８２７が
シェル１８２０内に位置する四肢に対して押される。
【００８３】
　[0095]図１４Ｂ～１４Ｄは、様々な方法でリール型引っ張りシステム１８２８に連結さ
れる圧力パネル１８２２を示す。例えば、一本の紐１８３０は、紐１８３０に張力がかか
ると各圧力パネル１８２２が同じ速度で変位する、または移動するように、外側部材１８
２４の中を通してもよい。別の実施形態において、第１の紐１８３０は第１の圧力パネル
の外側部材１８２７の基端に連結し、第２の紐は第１の圧力パネルの外側部材の先端およ
び第１の圧力パネルから遠位に位置する第２の圧力パネルの内側部材の基端に連結しても
よい。第２の紐によって内側部材が第２の圧力パネルの外側部材に対して近い位置に移動
し、これにより、前述の通り圧力パネルが径方向に拡大してもよい。さらに別の実施形態
において、圧力パネル１８２２はそれぞれ、リール型引っ張りシステム１８２８に連結さ
れた別々の紐１８３０に連結してもよい。かかる実施形態において、圧力パネル１８２２
は同じ速度で伸びるように構成されるか、または圧力パネル１８２２の１つまたは複数へ
の紐１８３０の長さは１つまたは複数の圧力パネルが伸びる速度が変化するように変える
ことができる。圧力パネル１８２２の外側および内側部材は、外側部材１８２７が内側部
材１８２４に対して内側にシェル１８２０の開口部内へ移動する量が引っ張り部材で引き
起こされる張力の量に対応するように構成される。つまり、外側部材１８２７が内側部材
１８２４に対してシェル１８２０の開口部内で移動する度合いは、引っ張り部材で引き起
こされる張力と直接的な相関関係がある。したがって、極めて小さい量の圧力が引っ張り
部材に所与の度合いの張力をかける圧力パネルを介して四肢にかけられ得る。
【００８４】
　[0096]いくつかの実施形態において、補装シェルが四肢にかける圧力は、ガイドの位置
を変えることで調整してもよい。図１０において、第２の部材またはガイド１３２０は、
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第１の部材またはくさび形圧力部材１３０２上に、例えばくさび部材１３０２の先端に位
置する。紐１３０６に張力がかかると、ガイド１３２０はくさび部材１３０２の先端をシ
ェル１３０４の外面に向かって下向きに強制的に動かす。くさび部材１３０２の内面は内
向きに押され、四肢に接触するか、または四肢に隣接する位置にあるクッション部材また
はその他の部材に接触し、よって四肢の周囲へのシェル１３０４の圧力が高まる。いくつ
かの実施形態において、くさび部材１３０２が四肢にかける圧力量は、くさび部材１３０
２に対するガイド１３２０の位置を変えることで調整してもよい。例えば、ガイド１３２
０は、ガイド１３２０がくさび部材１３０２に沿って移動し位置を取れるようにする通路
上に摺動可能に位置することができる。例えば、ガイド１３２０はくさび部材１３０２の
基端１３２６付近に位置して、紐１３０６に張力をかけた際にかかる圧力量を最小にする
か、または、ガイド１３２０はくさび部材１３０２の先端１３２８に向かって移動して、
紐１３０６に張力をかけた際に四肢にかかる圧力量を増加することができる。ガイド１３
２０をくさび部材１３０２の基端から先端へ摺動することで、くさび部材１３０２がシェ
ル１３０４の開口部内内向きにより大きく変位する。くさび部材１３０２のくさび形によ
って、くさび部材１３０２は内向きにより大きく変位可能である。ガイド１３２０をくさ
び部材１３０２の大きいくさび部分上に位置させることで、くさび部材１３０２がシェル
１３０４の開口部内で強制的に大きく変位する。くさび部材１３０２のくさび形および、
くさび部材１３０２に沿ったガイド１３２０の移動により、極めて小さい量の圧力を四肢
にかけることができる。
【００８５】
　[0097]いくつかの実施形態において、ガイド部材１３２０およびくさび部材１３０２は
、くさび部材１３０２の内面がシェル１３０４の開口部を向くように配置してもよい。く
さび部材１３０２は、シェル１３０４の開口部の直径または表面積を減らしてシェル１３
０４内に位置するユーザの四肢への径方向の圧力を発生させる。くさび部材１３０４は、
くさび部材１３０４の内面が径方向内側にシェルの開口部内へと移動することで開口部の
直径または表面積を減少させる。
【００８６】
　[0098]いくつかの実施形態において、紐は、紐に（例えば、リール型引っ張りシステム
を介して）張力をかけることで可動部品が通路に沿ってくさび部材に対して摺動するよう
に可動部品に連結してもよい。かかる実施形態において、くさび部材を介して四肢にかか
る圧力は、リール型引っ張りシステムを介して紐に張力がかかると、または紐が緩められ
ると、動的に調整され得る。
【００８７】
　[0099]一実施形態によれば、紐締めシステムで物品を構成する方法は、引っ張り装置と
、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられる引っ張り部材と、圧
力部材とを備える紐締めシステムを準備することを含む。方法はさらに、物品に引っ張り
装置を連結することと、圧力部材の内面が物品の開口部に対して径方向内側を向くように
圧力部材を物品に連結することとを含む。圧力部材は、引っ張り部材に張力をかけた際に
圧力部材が物品の開口部内に径方向に変位するように引っ張り部材で操作される。圧力部
材が開口部内に位置を変えることで物品の開口部が小さくなり、よって物品内に位置する
四肢に圧力がかかる。
【００８８】
　[0100]いくつかの実施形態において、圧力部材を物品に連結することは、圧力部材の対
向する両端を物品に連結しながら、圧力部材の中央部分は物品と連結しないでおくことを
含む。かかる実施形態において、引っ張り部材に張力をかけることで、圧力部材の中央部
分が物品の開口部内で径方向内側に撓む。かかる実施形態において、圧力部材の対向する
両端の一方は物品に摺動可能に連結され、他方は物品に固定可能に連結されてもよい。か
かる実施形態において、引っ張り部材に張力をかけた際に摺動可能な対向する端は固定さ
れた対向する端に向かって摺動してもよい。
【００８９】
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　[0101]別の実施形態において、圧力部材は、第１の部材と、第１の部材に移動可能に連
結される第２の部材とを備えてもよい。かかる実施形態において、引っ張り部材に張力を
かけることで、第２の部材が第１の部材に対して径方向に物品の開口部内へ移動してもよ
い。かかる実施形態において、圧力部材はさらに、第２の部材を第１の部材に連結し、引
っ張り部材に張力かけた際に第２の部材を径方向に物品の開口部内へ移動させる第３の部
材を備えてもよい。
【００９０】
　[0102]別の実施形態において、圧力部材を物品に連結することは、第２の部材が第１の
部材の基端と先端との間で摺動できるように第２の部材を第１の部材に摺動可能に連結す
ることを含んでもよい。かかる実施形態において、第２の部材が第１の部材の基端から先
端へ摺動することで、第１の部材が物品の開口部内へ変位する。かかる実施形態において
、第１の部材は基端と先端との間に先細構成を備え、第２の部材が第１の部材の先細構成
に沿って摺動することで、第１の部材が物品の開口部内へ径方向に変位する量が増加する
ようにしてもよい。
【００９１】
　[0103]図１５に示すように、いくつかの実施形態において、補装シェル２１００に対す
るリールアセンブリまたは締め付け機構２１０２の位置を移動させることが望ましい場合
もある。例えば、締め付け機構２１０２は、ユーザがより容易に手が届くように、または
補装シェル２１００が望ましい外観になるように移動させられ得る。一実施形態において
、締め付け機構２１０２は、ユーザのズボンのポケット内に位置することができる。締め
付け機構２１０２がこのような位置にあると、ユーザは補装シェル２１００を締めるまた
は緩めるのに締め付け機構２１０２に容易に手が届く。締め付け機構２１０２から補装シ
ェル２１００に連結された締め付け部品２１０６へ非圧縮性の管２１０４を伸ばして、リ
ール型引っ張りシステムの紐を締めるまたは緩めるようにしてもよい。いくつかの実施形
態において、補装シェル２１００は、締め付け機構２１０２が作動した際にリール型引っ
張りシステムの紐を締めるまたは緩める締め付け部品２１０６に取り外し可能に連結され
、締め付け部品２１０６で操作される引っ張り機構２１０２を備えてもよい。かかる実施
形態において、締め付け部品２１０６は、締め付け機構２１０２が不使用時に取り外すこ
とができるように、締め付け機構２１０２からの取り外しが可能である。締め付け部品２
１０６は、リールアセンブリ（すなわち、締め付け機構２１０２）の上部に置かれた円柱
駆動機構を備えてもよい。締め付け機構２１０２によって、補装シェル２１００は、消費
者に視覚的に好まれ得るような比較的薄型の外観を有し得る。いくつかの実施形態におい
て、締め付け機構２１０２は補装シェル２１００内に位置してもよく、締め付け部品２１
０６は、補装シェル２１００内に挿入して締め付け機構２１０２とともに動作するプラグ
（図示せず）を備えてもよい。締め付け機構２１０２は、縫い付け、接着接合、留め具、
機械的部品、締め具、およびマジックテープ（登録商標）等を介してユーザのズボンに、
取り外し可能にまたは取り外し不可能に連結してよい。さらに別の実施形態において、締
め付け機構２１０２は、例えばベルト等、ユーザのズボンまたは衣類の他の場所に位置し
てもよい。
【００９２】
　[0104]前述の図は手動のリール型引っ張りシステムを介して閉じる補装装置を示すが、
様々な実施形態で説明された手動のリール型引っ張りシステムは、四肢周囲で紐に張力を
かける、および／または補装具を締める電動装置に置き換えることもできることを理解さ
れたい。いくつかの例において、手動のリール型引っ張りシステムを電動装置および／ま
たは制御システムに置き換えることが有益となることがある。例えば、電動装置／制御シ
ステムは、紐の張力の監視、補装具の圧力の監視、およびリアルタイムでの紐の張力調整
等をより正確に行い得る。電動装置／制御システムはさらに、様々な補装具および／また
は紐の張力の状況を監視するように、および過度の引っ張り、過度の加圧、異常な高温、
および四肢上での過度な損耗等の監視状況をもとに様々なフィードバックを提供するよう
にプログラムされ得る。さらに、四肢の活動および／または状況が監視され、要望があれ
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ばユーザおよび／または医師に提供され得る。起こり得る問題が検知された場合は可聴警
報を発動させてもよい。さらに、電動装置／制御システムは他の様々な目的に使用され得
る。
【００９３】
　[0105]図１８Ａ～１８Ｃは、補装装置２６００を開閉するのに使用され得る電動引っ張
りシステム２６０２を示す。引っ張りシステム２６０２は積み重ねスプールを備える電動
リールアセンブリ２６０２を備え、これは参照により本明細書に援用される米国特許出願
第１４／０７３，７７３号明細書に記載されたものに類似したものであってよい。各スプ
ールは紐に連結され、２本の紐２６０４、２６０３は反対方向に巻かれる。スプールを第
１の方向に巻くと、スプールは、ガイド２６０６に案内され、第１の紐経路に沿って配置
される第１の紐２６０４を引き込んで、間隙２６１２を閉じ、四肢の周囲で補装装置２６
００を締める。つまり、第１の紐２６０４に張力をかけることで、間隙２６１２の基端側
２６１０を間隙２６１２の先端側２６０８の方へ引き寄せる。さらに、スプールを第１の
方向へ巻くことで第２の紐２６０３が解放される、または緩められる。第２の紐２６０３
は、例示された実施形態において補装装置の本体周囲の周方向である第２の紐経路に沿っ
て配置され得る。
【００９４】
　[0106]スプールを第１の方向の反対である第２の方向へ巻くと、第２の紐２６０３はス
プールの周囲に引き込まれて、または巻かれて締められ、第１の紐２６０４は解放される
、または緩められる。第１の紐２６０４を緩めることで間隙２６１２が開くが、これは第
２の紐２６０３の張力によって起こる。第２の紐２６０３は補装装置の本体周囲に周方向
に位置するため、第２の紐２６０３の張力は補装装置２６００の間隙２６１２をこじ開け
るように機能する。この場合、ユーザは四肢の周囲から補装装置２６００を容易に取り外
すことができる。
【００９５】
　[0107]図１８Ｃは、電動引っ張り装置２６０２ならびに第１および第２の紐経路の平面
図である。図示の通り、第１の紐２６０４は、電動引っ張り装置２６０２を出て、間隙ま
たは開口部２６１２をほぼ４回横切るよう（ガイド２６０６を介して）案内される。その
後、第１の紐２６０４の先端は電動引っ張り装置２６０２に戻り、電動引っ張り装置２６
０２の内部スプール（図示せず）に連結される。第１の紐２６０４の対向する両端が電動
引っ張り装置のスプールに連結され、紐２６０４が開口部または間隙２６１２を４回横切
るため、電動引っ張り装置２６０２が動作した際に結果として紐２６０４が短縮または伸
長する分はほぼΔｌ／２（すなわち、張力がかけられた紐の端２つにつき、紐の横切りは
４回）である。第２の紐２６０３は、電動引っ張り装置２６０２の反対側を出て、装具２
６００の先端側２６０８をほぼ２回横切るよう案内される。第２の紐２６０３の先端は開
口部または間隙２６１２付近で終端となる。第２の紐２６０３の一端のみが電動引っ張り
装置のスプールに連結され、第２の紐２６０３が先端側２６０８を２回横切るため、電動
引っ張り装置２６０２が動作した際に結果として第２の紐２６０３が短縮または伸長する
分もまたほぼΔｌ／２（すなわち、張力がかけられた紐の端１つにつき、紐の横切りは２
回）である。電動引っ張り装置２６０２が動作した際に第１の紐２６０４および第２の紐
２６０３が短縮または伸長する分がほぼΔｌ／２であるので、電動引っ張り装置２６０２
が第１の方向または第２の方向に動作することで排出される、または電動引っ張り装置２
６０２に巻かれる第１または第２の紐の量はほぼ同じとなる。したがって、ユーザの四肢
で装具を締める、または緩める際に第１または第２の紐のどちらにおいても過度な緩みは
発生しない。図１８Ａ～１８Ｃの紐構成は装具の望ましい閉塞および／もしくは利用方法
、ならびに／またはその他のあらゆる理由により変わることを理解されたい。使用する紐
経路にかかわらず、第１および第２の紐経路は、第１および第２の紐の短縮および伸長が
ほぼ同じになるように構成され得る。さらに、第３の紐および第４の紐等の紐経路も同様
に、全ての紐の短縮および伸長がほぼ同じになるように構成され得る。かかる実施形態に
よりどの紐においても、電動引っ張り装置２６０２の動作および／または装具を閉じる際
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に悪影響し得る過度な緩みは確実に発生しない。
【００９６】
　[0108]図１８Ｄは、紐経路に起因して各紐の短縮および伸長分に出た違いを補う構成要
素を備え得る装具２６２０の実施形態を示す。具体的には、第１の紐２６２４は、電動引
っ張り装置２６２２を出て、装具２６２０の開口部２６３２を４回横切る。電動引っ張り
装置２６２２を介して第１の紐２６２４の一端のみに張力がかかるので、電動引っ張り装
置２６２２が動作した際に結果として第１の紐２６２４が短縮／伸長する分はほぼΔｌ／
４である。第２の紐２６２３は、電動引っ張り装置２６２２を出て、装具２６２０の先端
側を２回横切る。電動引っ張り装置２６２２を介して第２の紐２６２３の一端に張力がか
かるので、電動引っ張り装置２６２２が動作した際に結果として第２の紐２６２３が短縮
／伸長する分はΔｌ／２である。図１８Ｄの紐経路では、第１および第２の紐２６２４、
２６２３が短縮／伸長する分は互いに異なる。紐の短縮／伸長分の違いを補うために、装
具は、第１および第２の紐２６２４、２６２３の伸長または短縮分の違いに起因して、弾
性的に伸長または短縮するばね部品２６４０を備える。ばね部品２６４０は、電動引っ張
り装置２６２２が動作した際に第１および第２の紐にかかる張力を通常レベルに維持する
。別の実施形態において、ばね部品２６４０は、装具２６２０に連結されるのではなく、
第１または第２の紐２６２４または２６２３に連結されてもよい。図１８Ａ～１８Ｄの実
施形態では電動引っ張り装置を使用した例を示しているが、他の実施形態において、前述
のような手動装置を使用して装具を開閉してもよい。かかる実施形態において、図１８Ａ
～１８Ｄで説明した紐構成を使用してもよい。
【００９７】
　[0109]図１８Ａ～１８Ｄの実施形態の概要として、装具または装具用紐締めシステムは
、第１の動作モードおよび第２の動作モードを有する引っ張り装置と、引っ張り装置に連
結され、引っ張り装置によって張力がかけられて四肢周囲で装具を締める第１の引っ張り
部材または紐と、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけられて四肢
周囲の装具を開く第２の引っ張り部材または紐とを備え得る。引っ張り装置は、第１の動
作モードで引っ張り装置が動作することで、第１の引っ張り部材に張力がかかって四肢周
囲で装具を閉じて締めるように、および、第２の動作モードで引っ張り装置が動作するこ
とで、第２の引っ張り部材に張力がかかって四肢周囲の装具を緩めて開くように構成され
得る。引っ張り装置はさらに、第１の動作モードで引っ張り装置が動作することで、第２
の引っ張り部材が緩むと同時に第１の引っ張り部材に張力がかかるように、および、第２
の動作モードで引っ張り装置が動作することで、第１の引っ張り部材が緩むと同時に第２
の引っ張り部材に張力がかかるように構成され得る。引っ張り装置の第１の動作モードお
よび第２の動作モードによって、前述の通り、スプールが反対方向に巻かれ得る。
【００９８】
　[0110]いくつかの実施形態において、第１の引っ張り部材は、第１の引っ張り部材に張
力をかけた際に装具を閉じて締めるように構成された第１の経路に沿って装具の周囲に経
路を定めてよく、第２の引っ張り部材は、第２の引っ張り部材に張力をかけた際に装具を
開いて緩めるように構成された第２の経路に沿って装具の周囲に経路を定めてよい。かか
る実施形態において、第１の経路および第２の経路は、第２の経路の周囲での第２の引っ
張り部材の変位量が、第１の経路の周囲での第１の引っ張り部材の変位量に比例するか、
または同等であるように構成してもよい。いくつかの実施形態において、引っ張り装置は
、第１の方向および第２の方向に回転可能なノブを有するリール型閉塞システムであって
よい。かかる実施形態において、ノブの第１の方向への回転は第１の動作モードに対応し
、ノブの第２の方向への回転は第２の動作モードに対応する。
【００９９】
　[0111]別の実施形態において、引っ張り装置は、第１の動作モードにおいては第１の引
っ張り部材に張力をかけると同時に第２の引っ張り部材を緩め、第２の動作モードにおい
ては第２の引っ張り部材に張力をかけると同時に第１の引っ張り部材を緩める内部機構（
例えば、電動モータ、スプール等）を有する電動装置であってよい。かかる実施形態にお



(29) JP 6526691 B2 2019.6.5

10

20

30

40

50

いて、装具はさらに、電動引っ張り装置に通信可能に連結された制御部を備えてもよい。
制御部は、第１の動作モードにおいて、第１の入力を受信し、電動引っ張り装置に第１の
命令を伝えて電動引っ張り装置を動作させるように構成され得る。制御部はさらに、第２
の動作モードにおいて、第２の入力を受信し、電動引っ張り装置に第２の命令を伝えて電
動引っ張り装置を動作させるように構成され得る。
【０１００】
　[0112]一実施形態によれば、四肢周囲で装具を自動的に開閉する方法が提供される。方
法は、第１の動作モードおよび第２の動作モードを有する引っ張り装置を備える装具に使
用される。装具はさらに、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置によって張力がかけら
れて四肢周囲で装具を締める第１の引っ張り部材または紐を備える。方法は、第１の動作
モードで引っ張り装置を動作させることで、第１の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲
で装具を閉じて締めることを含む。方法はさらに、第２の動作モードで引っ張り装置を動
作させることで、第１の引っ張り部材を緩めて四肢周囲の装具を開くことを含む。
【０１０１】
　[0113]いくつかの実施形態において、装具は、引っ張り装置に連結され、引っ張り装置
によって張力がかけられて四肢周囲の装具を開く第２の引っ張り部材または紐を備える。
かかる実施形態において、第２の動作モードで引っ張り装置が動作することで、第２の引
っ張り部材に張力がかかるとともに、第１の引っ張り部材が緩められる。第２の引っ張り
部材は、第２の引っ張り部材に張力をかけることで四肢周囲の装具を緩めて開くように装
具に連結される。かかる実施形態において、第１の引っ張り部材は、第１の引っ張り部材
に張力をかけた際に装具を閉じて締めるように構成された、装具の周囲の第１の経路に沿
って経路が定められ、第２の引っ張り部材は、第２の引っ張り部材に張力をかけた際に装
具を開いて緩めるように構成された、装具の周囲の第２の経路に沿って経路が定められる
。
【０１０２】
　[0114]前述の通り、各引っ張り部材の第１の経路および第２の経路は、第２の経路の周
囲での第２の引っ張り部材の変位量が、第１の経路の周囲での第１の引っ張り部材の変位
量に比例するか、または同等であるように構成される。いくつかの実施形態において、引
っ張り装置は、第１の方向および第２の方向に回転可能なノブを有するリール型閉塞シス
テムであってよい。かかる実施形態において、ノブの第１の方向への回転は引っ張り装置
の第１の動作モードに対応し、ノブの第２の方向への回転は引っ張り装置の第２の動作モ
ードに対応する。
【０１０３】
　[0115]別の実施形態において、引っ張り装置は、第１の動作モードにおいては第１の引
っ張り部材に張力をかけると同時に第２の引っ張り部材を緩め、第２の動作モードにおい
ては第２の引っ張り部材に張力をかけると同時に第１の引っ張り部材を緩める内部機構（
例えば、電動モータ、スプール等）を有する電動装置であってよい。かかる実施形態にお
いて、装具はさらに、電動引っ張り装置に通信可能に連結された制御部を備えてもよく、
方法はさらに、制御部で第１の入力を受信することと、制御部から電動引っ張り装置に第
１の命令を伝えることと、第１の命令に応えて電動引っ張り装置を第１の動作モードで動
作させることで第１の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲で装具を閉じて締めることと
を含み得る。方法はさらに、制御部を介して第２の入力を受信することと、制御部から電
動引っ張り装置に第２の命令を伝えることと、第２の命令に応えて電動引っ張り装置を第
２の動作モードで動作させることで第２の引っ張り部材に張力をかけて四肢周囲の装具を
開いて緩めることとを含み得る。
【０１０４】
　[0116]いくつかの実施形態を説明してきたが、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で様々な
変形、代替構造、および均等物が使用され得ることが当業者には理解されよう。さらに、
本発明を不必要に不明瞭化することを避けるために、いくつかの周知のプロセスおよび要
素は記載していない。したがって、上記説明は本発明の範囲を限定するものと解釈される
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【０１０５】
　[0117]数値の範囲が提供される場合、その範囲の上限と下限との間に入る各値は、文脈
が明らかに指図しない限り、下限の単位の１０分の１まで同じく具体的に開示されること
が理解されよう。述べられた範囲内の任意の述べられた値または間に入る値と、その述べ
られた範囲の任意の他の述べられた値または間に入る値との間のより小さな範囲それぞれ
が包含される。これらのより小さな範囲の上限および下限は、独立して、その範囲に含ま
れてもよいし、またはその範囲から除外されてもよく、限界値のいずれかもしくは両方が
より小さな範囲に含まれる各範囲、またはいずれもより小さな範囲に含まれない各範囲も
また、その述べられた範囲内の任意の特別に除外された限界値を条件として、本発明に包
含される。述べられた範囲が限界値の一方または両方を含む場合、それらの含まれる限界
値のいずれかまたは両方を除外する範囲もまた、含まれる。
【０１０６】
　[0118]本明細書および特許請求の範囲の中で使用する単数形「１つの（ａ）」、「１つ
の（ａｎ）」、および「その（ｔｈｅ）」は、文脈が明らかに指図しない限り、複数の指
示対象も含む。したがって、例として、「１つのプロセス」の参照は、複数のそのような
プロセスをも含み、「その装置」の参照は、１つまたは複数の装置および当業者に公知の
それらの均等物の参照も含むことなどが挙げられる。
【０１０７】
　[0119]また、本明細書および特許請求の範囲の中で使用される語「備える」および「含
む」（ｃｏｍｐｒｉｓｅ、ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ、ｉｎｃｌｕｄｅ、ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ
、ｉｎｃｌｕｄｅｓ）は、述べられた特徴、完全体、構成要素、または工程の存在を指定
することを意図したものであるが、１つまたは複数の他の特徴、完全体、構成要素、工程
、動作、または群の存在または追加を排除するものではない。
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